
（平成２１年１２月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 45 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 34 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 40 件

国民年金関係 24 件

厚生年金関係 16 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 3717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年 11 月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 11月から 44年３月まで 

私は、大学卒業後の昭和 43 年ごろから実家の工場で働いたが、当時、私

が 20 歳になったので、母が、私の国民年金の加入手続及び国民年金保険料

の納付をしてくれたと思う。 

家業の業績が思わしくなく、保険料を滞納した時期もあったが、母は、常々

年金は大切だと言っていたことを覚えており、申立期間の保険料も納付して

くれていたと思う。 

その後、昭和 50 年４月の結婚前に、私がＡ市役所で未納の保険料がない

かを調べてもらったが、保険料は全部納付済みと職員から聞かされたので、

未納期間は無いはずである。 

申立期間が未納と記録されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、任意加入期間、第３号被保険者期間を含めて未

納は無く、申立期間の国民年金保険料を納付していたその母も、申立期間当時

の保険料は納付済みであり、後の申請免除期間の保険料も追納しているなど、

保険料の納付意識が比較的高かったものと考えられる。 

また、申立期間は５か月間と短期間である。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 43 年３月ごろに払い出さ

れており、20 歳のころに母が国民年金に加入してくれたとする申立人の陳述

と符合する上、申立人の加入手続が行われた 44年３月の時点において、母が、

申立期間の保険料を現年度納付することは可能である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 3718  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年 10 月から 50 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49年 10月から 50年３月まで 

           ② 昭和 59年１月から同年３月まで                                   

    私は昭和 44 年に国民年金に加入し、第３号被保険者に適用される直前の

61 年３月まで欠かさず保険料を納付してきた。申立期間①についても、記

憶は必ずしも定かではないが、役所から送られてきた納付書によって、集金

人に、又は役所及び銀行等で納付していたはずである。ただし、当時はＡ市

からＢ市に転居した時期であったため、申立期間①の保険料を両市のどちら

で納付したのかは覚えていない。しかし、もし未納であれば、その旨の通知

又は督促状が役所から送られてくるはずであるが、それらを受け取った記憶

は無いので、未納であったとは考え難い。 

    また、昭和 51 年７月以降は付加保険料も継続して納付していたが、申立

期間②の３か月だけ定額保険料のみの納付という記録にされているのも理

解できない。 

    以上、二つの期間について調査及び記録の訂正を求めたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は､昭和 44 年 12 月の国民年金加入後、申立期間①及び②を含めて保

険料をいずれの月についても欠かさず納付しており、②については付加保険料

も併せて納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の保険料納付記録をみると、申立期間①を挟んで、昭和 44

年 12月から第３号被保険者に適用される直前の 61年３月までの延べ 190か月

にわたって保険料が納付済みである上、そのうち大部分の期間については現年

度納付されていることが社会保険庁の記録から確認できるとともに、これらの



期間がすべて任意加入期間であることが同様に確認できることから、申立人の

納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立期間①後の昭和 50 年７月からの１年分の保険料は過年度納付で

あることが特殊台帳の記録から確認できるとともに、申立期間①については催

告を受けていることが同様に確認できる。 

これらの点を踏まえ、申立人の納付意識の高さに鑑
かんが

みると、当該催告を看

過するとは考え難く、申立期間①については、過年度納付がなされていたと考

えるのが自然である。 

次に、申立期間②について申立人の納付記録をみると、当該期間に係る定

額保険料 1 万 7,490 円を昭和 59 年５月 24 日に過年度納付していることがＣ

市の被保険者名簿から確認できる。この点については、制度上、付加保険料

の納付は定額保険料の納付を前提とし、かつ納付期限内（この場合、昭和 59

年４月末日まで。）においてのみ可能であることから、現年度納付がなされず

過年度納付となった申立期間②については、定額保険料のみを納付したと考

えるのが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 49年 10月から 50年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。



大阪国民年金 事案 3719 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

昭和 36年４月に区役所から国民年金加入の案内があったので、夫が区役

所に出向き、夫婦二人分の国民年金の加入手続を行った。 

以後は、自宅に来る集金人に、夫が夫婦二人分の保険料を一緒に納付し

ていたのに、申立期間は、夫が納付済みなのに、私が未納とされているのは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の夫が夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、夫が集金

人に夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人に係る国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 36

年７月に申立人の夫と連番で払い出されていることが手帳記号番号払出簿に

より確認できることなどから、基本的に夫婦一緒に夫婦二人分の保険料を納付

する意思があったことをうかがわせる上、申立人の保険料を一緒に納付してい

たとする夫は、申立期間は納付済みである。 

また、申立期間は１年と短期間である上、申立人は、申立期間後、厚生年金

保険に加入する直前の昭和 50年４月まで任意加入期間を含め保険料を完納し

ており、申立人の夫についても、36年４月から、厚生年金保険に加入する直

前の 49年５月まで保険料を完納していることから、夫の納付意識の高さがう

かがえる。 

さらに、申立期間当時のＡ市における国民年金保険料の徴収方法は、手帳検

認方式であることから、申立人及びその夫に国民年金手帳が交付されているに

もかかわらず、納付意識の高い夫が自身の保険料のみを集金人に納付するのは

不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3720 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年５月から同年７月までの期間及び同

年 10月から 52年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51年５月から同年７月まで 

   ② 昭和 51年 10月から 52年３月まで 

   ③ 昭和 52年 10月から 60年９月まで 

    申立期間①及び②について、私が会社を退職後、母がＡ市役所又は近くの

同市出張所において、私の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してく

れていた。 

申立期間③について、昭和 52 年 10 月に結婚しＢ市Ｃ区へ転居した当時、

私は保険料を納付していなかったと思うが、母に納付しておきなさいと厳し

く言われたので、元夫の母にお金をもらい過去の未納期間の保険料をさかの

ぼって納付した。 

上記期間がそれぞれ未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、申立人は、申立人の母親が申立人に係る国民年

金の加入手続を行い、保険料を納付してくれていたと申し立てているところ、

申立人に係る国民年金の加入時期を調査すると、申立人の国民年金手帳記号番

号及びその前後の任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 51 年８月ごろに

Ａ市において加入手続が行われたものと推定され、この時点において、申立期

間①及び②の保険料は、納付が可能な現年度保険料である。 

また、申立人の保険料を納付してくれていたとする申立人の母親の納付記録

をみると、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月から 60 歳期間満了となる

57年５月まで保険料の未納が無く、申立期間①及び②は納付済期間である上、

それぞれ３か月及び６か月と短期間であることなどを踏まえると、申立人の母



親が、申立期間①及び②の保険料を現年度納付していたものと考えても不自然

ではない。 

一方、申立期間③について、申立人の戸籍の附票を見ると、申立人が結婚し

た昭和 52 年 10 月にＢ市Ｄ区へ転居後、53 年４月に同市Ｃ区へ転居している

ことが確認できるが、申立人は、結婚後すぐにＡ市からＢ市Ｃ区に新居を構え

たと陳述しており、戸籍の附票に記載された内容と符合しない。 

また、申立人に係るＡ市の被保険者名簿を見ると、昭和 58 年６月にＢ市Ｄ

区に転出した旨の記載が確認でき、社会保険庁の特殊台帳の記録と一致してい

るほか、同特殊台帳には同年５月に不在被保険者となったことが確認できる上、

申立人の所持する年金手帳の住所欄を見ると、結婚前であるＡ市の住所のみが

記載され、転居後の住所の記載が無いことから、申立人は申立期間③中におい

て、年金関係の住所変更手続を行わなかった可能性も否定できない。 

さらに、申立人の所持する領収証書を見ると、昭和 63年１月 23日に、その

時点で時効にかからず納付が可能であった申立期間③直後の 60 年 10 月から

62 年３月までの保険料を過年度納付していることが確認でき、申立人が申立

人の母親に言われて、申立人の元夫の母親にお金をもらい過去の未納期間をさ

かのぼって納付したとする保険料は、当該期間の保険料であったものとみるの

が自然である。したがって、申立期間③の保険料は、当時、時効により納付す

ることができなかったものと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間③の保険料を納付していたことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期間③の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 51 年５月から同年７月までの期間及び同年 10 月から 52 年３月までの期間

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3721 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年７月から 41年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年７月から 41年９月まで 

私は、会社を退職して父の自営業を手伝っていた申立期間当時、ほとんど

給料も小遣いももらっていなかったが、厚生年金保険を任意継続中の父が区

役所で私の国民年金の加入手続を行ってくれていたはずであり、母も当時国

民年金に任意加入して保険料を完納しているので、父が私の保険料のみを納

付しない理由が無い。申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父親の自営業を手伝っていた申立期間当時、父親が申立

人に係る国民年金の加入手続を行ってくれていたはずであり、当時、国民年金

に任意加入していた申立人の母親が保険料を完納していることから、父親が申

立人の保険料のみを納付しない理由が無いと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、申立期間

中の昭和 41 年６月に払い出されていることが手帳記号番号払出簿により確認

でき、この時点において、申立期間の保険料は、時効にかからず納付が可能で

あった過年度保険料及び現年度保険料である。 

また、申立人及びその母親の保険料を納付してくれていたとする申立人の父

親についてみると、昭和 37年９月に会社を退職後、42年４月まで厚生年金保

険の任意継続被保険者として厚生年金保険料を納付しており、年金制度に対す

る関心の高さをうかがわせるとともに、申立人の母親についても、38 年６月

に国民年金に任意加入して以降、60歳期間満了となる 55年９月まで保険料を

完納し、申立期間は保険料を納付済みである。 

さらに、申立期間は 15 か月と比較的短期間であることなどを踏まえると、

申立人の父親が、申立期間のうち、昭和 40年７月から 41年３月までの保険料

を過年度納付し、同年４月から同年９月までの保険料を現年度納付していたも

のと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3722 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 57年７月から 59年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 59年３月まで 

    私は、区役所で国民年金の加入手続を行った際、窓口で過去２年分の未納

保険料の納付書を受け取り金融機関で納付した。納付金額は、今となっては

よく覚えていないが、15万円程度の大金であったと記憶している。 

私が加入当時にまとめて納付したはずの保険料の納付記録が無く、申立期

間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、区役所で国民年金の加入手続を行った際、窓口で過去２年分の未

納保険料の納付書を受け取り、15 万円程度の保険料を金融機関で納付したと

申し立てている。 

そこで、申立人に係る国民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、昭和

59 年９月に払い出されていることが手帳記号番号払出簿により確認できるこ

とから、このころに国民年金の加入手続が行われたものと推定され、この時点

において、申立期間のうち、57 年６月以前の保険料は、時効により納付する

ことができなかったものと考えられる。 

一方、申立人の加入手続が行われたとみられる昭和 59年９月時点において、

申立期間のうち、時効にかからず納付が可能であった 57年７月から 59年３月

までの過年度保険料及び当時未納であったとみられる申立期間直後の同年４

月から同年９月までの現年度保険料の２年３か月の保険料について、その合計

額を試算すると、15 万 4,260 円となり、申立人が加入当時に金融機関でまと

めて納付したとする金額とおおむね一致している。 

また、Ａ市では、当時、区役所窓口において過年度保険料の納付書を発行す



る取扱いが行われていたことが確認されているなど、申立内容に特段不合理な

点がうかがえない上、申立人は、申立期間後から現在まで保険料をすべて納付

し、厚生年金保険との切替手続を適切に行っている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和57年７月から59年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 3723 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで 

昭和 50年 12月ごろ、区役所から通知があり、姉が私と姉の国民年金の

加入手続を行い、姉から過去の未納保険料をすべて納付できると聞いたの

で、私は郵便局と銀行で私の分として約 15 万円を引き出し、姉は銀行で姉

と弟の分として約 25万円を引き出した後、二人で区役所へ行き、それぞれ

の未納期間の保険料をさかのぼってすべて納付したはずである。 

しかし、社会保険庁の記録では、姉だけ昭和 36年４月から保険料を完納

したことになっており、私と弟に未納期間があるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50年 12月ごろ、申立人の姉が、申立人及びその姉の国民年

金の加入手続を行い、その後、二人で区役所へ行き、過去の未納期間の保険料

をさかのぼってすべて納付したと申し立てているところ、申立人及びその姉の

国民年金手帳記号番号は、同年 12 月に連番で払い出されている上、当時は、

第２回目の特例納付が実施されていた時期であり、区役所窓口において特例納

付の保険料を収納する取扱いが行われていたことが確認できるなど、申立内容

に特段不合理な点はうかがえない。 

また、申立人に係る社会保険庁の特殊台帳を見ると、昭和 50年 12月に、申

立期間直後の 40年４月から 47年 12月までの保険料を特例納付するとともに、

48 年１月から 50 年３月までの保険料を過年度納付していることが確認でき、

その時点で未納であったとみられる同年４月から同年 12 月までの現年度保険

料を含めて、それぞれの納付金額を合算すると 11 万円強となるが、これに申

立期間の保険料を特例納付した場合の保険料額を加えると、申立人が過去の未

納保険料を納付するために引き出したとする金額とおおむね一致する。 



さらに、申立人と一緒に区役所へ行き、過去の未納保険料を納付したとする

申立人の姉は、申立期間の保険料を含めて特例納付しており、昭和 36 年４月

から 60 歳期間満了まで国民年金保険料を完納している上、申立人も、申立期

間後 60歳期間満了まで国民年金保険料をすべて納付している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3724 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 46年３月まで 

昭和 50年 12月ごろ、姉二人が区役所へ行き、姉二人と私の過去の未納

保険料を納付したのを覚えている。私の保険料額は分からないが、上の姉

は、銀行で約 25万円を引き出し、上の姉自身と私の未納期間の保険料をそ

れぞれさかのぼってすべて納付したと聞いており、一緒に区役所へ行った

下の姉も、銀行と郵便局で約 15万円を引き出し、自身の未納期間の保険料

をさかのぼってすべて納付したと聞いている。 

しかし、社会保険庁の記録では、上の姉だけ昭和 36年４月から保険料を

完納したことになっており、私と下の姉に未納期間があるのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50年 12月ごろ、申立人の上の姉が、自身及び申立人に係る

過去の未納期間の保険料をさかのぼってすべて納付してくれたと聞いている

と申し立てているところ、当時は、第２回目の特例納付が実施されていた時期

であり、区役所窓口において特例納付の保険料を収納する取扱いが行われてい

たことが確認できるなど、申立内容に特段不合理な点はうかがえない。 

また、申立人の未納保険料を一緒に納付したとする申立人の上の姉について

社会保険庁の特殊台帳を見ると、昭和 50 年 12 月に、36 年４月から 47 年 12

月までの保険料を特例納付し、申立期間は納付済みである上、48 年１月から

50 年３月までの過年度保険料及びその時点で未納であったとみられる同年４

月から同年 12月までの現年度保険料を納付している。 

さらに、申立人に係る特殊台帳を見ると、申立人の上の姉が特例納付等を行

った同じ日に、申立期間後における未納期間である昭和 47年４月から同年 12



月までの保険料を特例納付し、48 年１月から同年３月までの保険料を過年度

納付していることが確認できるところ、これらの保険料及び同時に納付したと

みられる上の姉に係る上記保険料の納付金額をすべて合算しても 17 万円弱で

あるが、これに申立期間の保険料を特例納付した場合の保険料額を加えると、

上の姉が、自身及び申立人の過去の未納保険料を納付するために引き出したと

する金額とおおむね一致する。 

加えて、申立人の上の姉は、昭和 36年４月から 60歳期間満了まで国民年金

保険料を完納し、申立人も、申立期間後 60 歳期間満了まで国民年金保険料を

すべて納付していることなどを踏まえると、上の姉が申立期間の保険料を特例

納付していたものとみても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3725 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 51 年１月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 24年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 51年１月から同年６月まで 

    国民年金の加入については、既に加入していた母に勧められ、母が、昭和

45年 12月ごろ、区役所に出向き手続してくれたはずである。 

結婚後は、妻が夫婦二人分の保険料を常に一緒に区役所で納付していたは

ずなので、申立期間の保険料について、私の分のみ未納であるのは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金保険料納付記録をみると、結婚した昭和 50 年５月以降に

ついては、申立期間を除きすべて現年度納付しており、保険料納付を担ってい

たとする申立人の妻の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立期間は６か月と短期間である上、申立期間前後の国民年金保険料

は夫婦共に現年度納付している。 

さらに、申立期間の前後を通じて申立人の生活状況に特段の変化は無く、仕

事も順調であったと認められる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3726 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 女 

        基礎年金番号  ：   

        生 年 月 日        ：  昭和 28年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ：  昭和 59年４月から 61年３月まで 

        会社を退職した後は、国民年金に加入して保険料を納付する義務があると

考え、ずっと保険料を納めてきたはずである。 

申立期間の保険料についても、納付書により郵便局で納めていたはずであ

る。 

一緒に納付していた夫は納付済みとなっているのに、私だけが未納とされ

ているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職後、国民年金に加入して、申立期間の国民年金保険料

について、納付書により郵便局で納付したと申し立てている。 

そこで、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は昭和 56年 1月 13日に払い出されており、この手帳記号番号払出時点に

おいて、申立期間の国民年金保険料を現年度納付することは可能である。 

また、申立人の国民年金保険料納付記録をみると、申立期間を除きすべて納

付済みとなっており、納付意識の高さがうかがえる。  

さらに、申立期間のうち、昭和 59年４月から 60年２月までについては、一

緒に夫婦二人分を納付していたとする夫の国民年金保険料は納付済みとなっ

ている。 

加えて、申立期間当時の居住地であるＡ市及びＢ市保存の国民年金被保険者

名簿を見ると、昭和 60 年３月１日に強制加入から任意加入への切替手続が適

切に行われていることが確認できることから、任意加入手続を行いながら、手

続当初に当たる申立期間の保険料を納付しなかったと考えるのは不自然であ

る。 



このほか、Ｂ市の被保険者名簿において、申立期間直後の昭和 61 年４月か

ら平成２年３月までについては、本来、第３号被保険者期間であるにもかかわ

らず、保険料納付済みと記録されているなど記録管理に過誤がみられ、申立期

間の納付記録についても何らかの事務的過誤があった可能性は否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3727 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 46年２月から同年 12月まで 

② 昭和 50年１月から同年３月まで 

昭和 46年４月 13日に、姉の家に国民年金保険料の集金に来ていた市の職

員と姉から勧められ、国民年金に加入した。 

申立期間①の保険料は、３か月ごとに集金に来ていた市の職員に昭和 46

年１月から同年３月までの保険料を同年４月 13 日に、同年４月から同年６

月までの保険料を同年６月 29 日に、同年７月から同年９月までの保険料を

同年９月 29 日に、同年 10 月から同年 12 月までの保険料を 47 年１月 13 日

に、それぞれ姉が私たち夫婦二人分の保険料と一緒に納付してくれたと思う。 

申立期間②の保険料は、昭和 50 年２月ごろ、私がＡ区役所の年金課の窓

口で 3,300円を納付した。 

申立期間の保険料が未納とされていることは納得いかない。 

 

３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間②の国民年金保険料について、昭和 50 年２月ごろ、

自身でＡ区役所で納付したと申し立てている。 

そこで、国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人所持の国民年金手帳を見

ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 49 年 11 月 18 日にＢ区役所

で払い出されており、この手帳記号番号払出時点において、申立期間②の国

民年金保険料を現年度納付することは可能である。 

また、特殊台帳を見ると、申立期間②直前の昭和 49年４月から同年 12月

までの期間及び直後の 50年４月から 56年６月までの期間の国民年金保険料

は現年度納付されている上、申立期間②についての未納催告の事蹟
じ せ き

も確認で



きない。 

これらのことから、納付の意思をもって国民年金の加入手続を行い、現年

度納付を続けていた申立人が、３か月と短期間である申立期間②の保険料を

納付しなかったと考えることは不自然である。 

一方、申立期間①について、申立人は、昭和 46年４月 13日に、姉や市職

員に勧められ国民年金に加入し、国民年金保険料については、３か月ごとに

集金に来ていた市職員に姉と夫婦二人分の分を一緒に姉が納付したと申し

立てている。 

しかし、上記のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 49年 11月

18日に払い出されており、この手帳記号番号払出時点において、申立期間①

の国民年金保険料は、制度上納付することはできない。 

また、特殊台帳を見ると、申立期間①直後の昭和 47年１月から 49年３月

までの保険料が同年 12 月に過年度納付されていることが確認できることか

らみて、国民年金加入時点において、納付可能な時点にまでさかのぼって納

付したものの、それ以前の期間については、時効により納付できなかったと

考えるのが自然である。 

さらに、申立期間①の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年

金手帳記号番号の払出しについて、手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名

の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立人は、国民年金加入手続及び申立期間①の国民年金保険料納

付に直接関与しておらず、申立人から申立期間①の保険料納付等をめぐる事

情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 

 

 



大阪厚生年金 事案 5149 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年７月 15日から 33年９月３日まで 

② 昭和 36年３月１日から 39年５月 10日まで 

社会保険庁の記録によれば、Ａ社に勤務していた期間及びＢ社に勤務して

いた期間の一部が、脱退手当金支給済みとされている。 

当時から、将来必ず年金を受給しようと思っていたので、途中で厚生年金

保険の脱退手当金の請求手続をするようなことは考えられず、そもそもＢ社

の一部だけを残して請求手続をするはずがない。 

脱退手当金を請求したことも、受給したことも無いので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、申立期間の最終事業所であるＢ社に係る厚生年金

保険被保険者資格の喪失日から約１年１か月後の昭和 40 年６月２日に支給決

定されたこととなっているとともに、同社の厚生年金保険被保険者名簿の申立

人が記載されたページを含む前後計７ページ（140人）のうち、申立人と同一

時期（おおむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失している女性 11 人

について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は申立人を含め３

人しか認められない上、うち６か月以内に支給決定されているのは１人のみで

あることを踏まえると、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したことは考

え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、Ｂ社の被保険者期間のうち、

昭和 33年９月５日から 35年６月１日までについては、その計算の基礎とされ

ておらず、未請求となっている。しかしながら、申立人が当該期間を失念する

とは考え難い上、未請求となっている被保険者期間は申立期間も含めて同一の

記号番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない期間が存在する



ことは事務処理上も不自然である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立期間

に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5150 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年６月１日から 40年９月 13日まで 

   私は、昭和 34年６月１日から 40年９月 13日までＡ社で勤務していたが、

自宅に送られてきた「ねんきん特別便」によれば、同社に勤務していた期間

が脱退手当金支給済みとなっている。 

脱退手当金を請求したことも受給した覚えも無いので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は昭和49年10月に再交付を受けた厚生年金保険被保険者証を保管し

ているところ、同被保険者証には脱退手当金が支給されたことを示す表示が無

く、当時、社会保険庁の通知に基づき、厚生年金保険被保険者証を再交付する

場合でも脱退手当金が支給された場合には支給を示す表示をすることとされ

ていたが、当該被保険者証を再交付した社会保険事務所において上記通知と異

なる取扱いが行われていたと認めるに足りる事情は無い。 

また、社会保険庁の記録によると、申立人の脱退手当金は昭和 40年 12月４

日に支給決定されているが、申立人は当該支給決定の約６か月後の 41 年６月

10 日に申立人に係る国民年金手帳記号番号が払い出されており、国民年金保

険料を納付していることを踏まえると、当時申立人が脱退手当金を請求する意

思を有していたとは考え難い。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号をみると、申立期間後

に勤務したＢ社に入社した際、新たに記号番号が払い出されたが、厚生年金保

険被保険者証の再交付を受けた直後の昭和 49年 11月に、申立期間と同一の記

号番号に重複取消されていることを踏まえると、当時申立人が申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認識していたことが推認できる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5151 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年３月 17日から 43年３月１日まで 

② 昭和 43年３月 30日から 45年２月 28日まで 

③ 昭和 45年２月 16日から 48年７月１日まで 

Ａ社、Ｂ社及びＣ社における厚生年金保険加入期間について、社会保険事

務所に照会申出書を提出したところ、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していないので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の最終事業所であるＣ社を退職後、すぐに求職活動を行

っていたとしている上、脱退手当金が支給決定された昭和 48年９月 20日の約

１か月後にＤ社に就職し厚生年金保険に加入していることを踏まえると、当時

脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

また、Ｃ社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載されたページを含む

前後計 21ページ（69人）に記載されている女性のうち、申立人と同一時期（お

おむね３年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した 28 人について、脱退手

当金の支給記録を調査したところ、受給者は申立人を含め３人のみである上、

同社では、「脱退手当金の請求は、本人が行う必要がある旨退職者に対し個別

に説明していた。従業員に代わって社会保険事務所に脱退手当金の請求手続は

行っていない。」旨回答していることを踏まえると、事業主が申立人の委任を

受けて代理請求したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 5152 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、平成６年９月及び同年

10 月については 19 万円、７年２月から８年３月までについては 20 万円、同

年４月から同年９月までについては 22万円、同年 10月から９年３月までにつ

いては 20 万円、同年４月から同年９月までについては 22 万円、10 年３月及

び同年４月については 26 万円、同年５月から同年 10 月までについては 28 万

円及び同年11月から12年11月までについては30万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、申立人に係る平成６年９月、同年 10 月、７年２月から９

年９月までの期間及び 10 年３月から 12年 11 月までの期間の上記訂正後の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年８月１日から 12年 12月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社及びＢ

社に係る被保険者期間の標準報酬月額が、実際に支払われていた給与と異

なっていることが分かった。同社での給与支払明細書は、すべて残ってお

り、その給与支払明細書を見ると、総支給額から求められる標準報酬月額

とは異なる標準報酬月額で保険料が控除されているため、正しい標準報酬

月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与支払明細書において確



認できる保険料控除額及び報酬月額から、平成６年９月及び同年 10 月につい

ては 19万円、７年２月から８年３月までについては 20万円、同年４月から同

年９月までについては 22 万円、同年 10 月から９年３月までについては 20 万

円、同年４月から同年９月までについては 22 万円、10年３月及び同年４月に

ついては 26 万円、同年５月から同年 10 月までの期間については 28 万円及び

同年 11月から 12年 11月までの期間については 30万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、平成６年９月、同年 10月、７年２月から９年９月までの期間及び 10年３

月から 12年 11月までの期間について、給与支払明細書において確認できる厚

生年金保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で

記録されている標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、当該期

間について、事業主は、社会保険事務所の記録どおりの標準報酬月額を社会保

険事務所に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成５年８月から６年８月までの期間、同年 11 月

から７年１月までの期間及び９年 10 月から 10 年２月までの期間については、

当該期間の給与支払明細書の厚生年金保険料控除額を基に計算した標準報酬

月額は、社会保険事務所で記録されている標準報酬月額と一致又は低いことが

確認できる。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間のうち、平成５年８月から６年８月までの期間、同年 11 月から７年１月

までの期間及び９年 10月から 10年２月までの期間については、申立人がその

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5153 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和

61年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年６月 30日から同年７月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社での

資格喪失日が昭和 61年６月 30日であるとの回答があった。同社には、同

年６月末日まで勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の人事記録及び雇用保険の記録から、申立人が、同社に昭和 61 年６月

30日まで勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社の人事総務担当者は、「申立期間に係る賃金台帳等は保存してい

ないが、当社では、月末付けで退職した者については、法令どおり翌月１日を

資格喪失日としている。」と陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 61

年５月の社会保険事務所の記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪

失日を昭和 61 年７月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれ

を同年６月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を



資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5154 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 37 年８月１日であると認められ

ることから、同社における資格喪失日に係る記録を同日に訂正することが必要

である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、5,000円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月１日から 37年８月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立期間の

加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間も、義父が事業主であった

Ａ社に正社員として勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元従業員の陳述から判断して、申立人は申立期間も同社に継続

して勤務していたことが推認できる。 

一方、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見

ると、申立人には資格喪失日の記載が無く、同名簿において最後に資格を喪失

した被保険者の資格喪失日は昭和 37年５月 30日であることが確認できる。 

また、当該被保険者名簿に資格喪失日の記載が無い被保険者（申立人を含め

22人。）について、名簿を引き継いで作成された社会保険事務所の申立人に係

る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ると、申立人の資格喪失日は昭和

36年 10月１日と記録されているのに対し、申立人以外の者の資格喪失日は 37

年６月 26日以後の日付であることが確認できる。 

このことから、社会保険事務所におけるＡ社についての被保険者名簿から被

保険者原票への切替えは、昭和 37 年６月以後に完了したものと推認されると

ころ、Ｃ社会保険事務局では、「被保険者原票は、被保険者名簿に資格喪失日

の記載が無い等被保険者記録を保存する必要がある者について作成するもの



であり、当事務局管内の社会保険事務所では、昭和 35 年から 37 年にかけて、

被保険者名簿から被保険者原票への切替えを行っている。Ａ社についての当該

切替えが同年６月以後に完了しているのであれば、申立人の被保険者原票に記

載されている資格喪失日（昭和 36 年 10 月１日）は誤記の可能性がある。」と

している。 

さらに、社会保険事務所の記録から、Ａ社は昭和 37 年８月１日に厚生年金

保険の適用事業所では無くなり、同日付けでＡ社Ｂ工場が新規適用事業所とな

っていることが確認できるところ、同社Ｂ工場で新規適用日に被保険者資格を

取得している 13人（申立人を含む。）のうち、申立人以外の 12人については、

同日付けでＡ社での被保険者資格を喪失しており、厚生年金保険の加入期間に

空白期間は生じていない。 

このことについて、Ａ社の当時の取締役及び経理担当者は、「申立期間当時、

申立人の勤務状況に変化は無く、Ａ社Ｂ工場の新規適用日に被保険者資格を取

得させた者のうち、申立人のみをＡ社が適用事業所では無くなった日前に資格

を喪失させることは考えられない。」と陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における資格喪失日を昭和 36

年 10 月１日とする合理的理由は見当たらず、社会保険事務所における申立人

に係る厚生年金保険の記録管理が不適切であったと認められることから、申立

人に係る当該資格喪失の記録は有効なものとは認められず、申立人の資格喪失

日は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で無くなった 37 年８月１日であると

認められる。 

なお、申立期間における標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭

和 36年９月の社会保険事務所の記録から、5,000円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 5155 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 41年８月 16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年８月 16日から 42年３月 10 日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社で勤務

していた期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。昭和

41年８月 16日からＡ社で勤務していたことは間違いないので、申立期間に

ついて、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の給与支払明細書、上司及び同僚の証言から、申立人は、申立期

間もＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間に係る給与支払明細書

において確認できる保険料控除額から３万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

事業所が昭和48年２月21日に厚生年金保険の適用事業所では無くなっている

ため不明であるものの、社会保険事務所の記録におけるＡ社での資格取得日が

雇用保険の記録における資格取得日と同じ 42年３月 10日であり、社会保険事

務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え

難いことから、事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る 41年８月から 42年２月までの保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5156 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る

記録を昭和 38 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年５月 30日から同年６月１日まで 

 厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの回答をもらっ

た。昭和 35年８月から平成７年５月まで同社に継続して勤務していたので、

申立期間においても厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の在職証明書及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間も

同社に継続して勤務し（昭和 38 年６月１日にＡ社Ｂ工場から同社Ｃ工場に異

動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭

和 38 年４月の社会保険事務所の記録から、２万 4,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとしていること

から、事業主が昭和 38年５月 30日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5157 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に

係る記録を昭和 24 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 7,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年５月１日から同年６月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの回答をも

らった。昭和 22年４月 21日から同社に継続して勤務していたので、申立

期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の人事記録及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間もＡ

社に継続して勤務し（昭和 24 年５月１日にＡ社Ｃ工場から同社Ｂ工場に出

張。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭

和 24年６月の社会保険事務所の記録から、7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格取得届の記載に誤りがあったとしていること

から、事業主が昭和 24 年６月１日を資格取得日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5158 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 30年７月２日から 35年４月５日までに係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められること

から、申立人のＡ社における資格喪失日（昭和 30 年７月２日）及び資格取得

日（昭和 35 年４月５日）を取り消し、30 年７月から 31 年７月までの標準報

酬月額は 6,000 円、同年８月から 35 年３月までの標準報酬月額は１万 8,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年７月２日から 35年４月５日まで 

             ② 昭和 37年６月 15日から 38年４月１日まで 

私は、昭和 28 年 10月９日にＡ社に入社し、途中、組織変更により会社名

がＢ社に変更となったが 39年 11月 30日まで継続して勤務した。 

しかし、社会保険庁の記録では、申立期間①及び②が厚生年金保険の未加

入期間とされている。 

申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社において昭和 28年 10月９日に

厚生年金保険被保険者の資格を取得し、30 年７月２日に資格を喪失後、35 年

４月５日に同社において資格を再取得しており、申立期間の被保険者記録が無

い。 

しかしながら、複数の同僚は、「申立人は、申立期間①もＡ社を退職するこ

となく勤務していた。」旨陳述していることから判断すると、申立人は、申立

期間①においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

また、 Ａ社の当時の経理担当者は、「申立人は、申立期間①において、引

き続き勤務しており、長期休業及び一旦
いったん

退職し再雇用されるようなことはなく、



業務内容及び職種にも変化は無かった。申立人を約５年間もの長期にわたって

資格を喪失させたとは考え難いので、前後の期間と同様に保険料を控除してい

たと考えられる。」旨陳述しているほか、同社に係る厚生年金保険被保険者名

簿をみると、申立人と同質の業務に従事していた同僚は、いずれも厚生年金保

険の加入記録に空白期間が生じていないことなどから判断すると、同社が申立

期間①において申立人の保険料控除を継続させなかった特段の事情等は見当

たらない。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間①において、厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、昭和 30年７月から 31年７月までの標準報酬月額については、申立人

のＡ社における 30年６月の社会保険事務所の記録から 6,000円とし、31年８

月から 35 年３月までの標準報酬月額については、申立人と同時期に勤務し、

同質の業務に従事していた同僚における 31 年８月の社会保険事務所の記録か

ら１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は昭和 37年６月 15日に厚生年金保険の適用事業所では無くなって

いる上、当時の事業主も既に死亡しており確認できないため不明であるものの、

事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出されていな

いにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、

事業主は社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行い、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る 30 年７月から 35年３月までの期間

に係る保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

一方、申立期間②についても、複数の同僚の陳述から判断すると、申立人は、

Ａ社に勤務していたことが認められるものの、社会保険庁の記録によると、同

社は昭和 37年６月 15日に厚生年金保険の適用事業所では無くなっており、ま

た、同社が商号変更したＢ社が厚生年金保険の適用事業所となった日は 38 年

４月１日であることが確認できることから、申立期間②はＡ社及びＢ社の両社

が厚生年金保険の適用事業所では無かった期間に当たる。 

さらに、Ａ社の当時の経理担当者は、「Ａ社からＢ社に変わる時に社会保険

が途切れたことを記憶している上、申立期間②について給与から保険料を控除

することは無かった。」と陳述している。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立期間②において申立人に該当する被保険者記録は見当た

らない。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保



険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5159 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は、昭和 41 年 12 月 21 日であると認めら

れることから、同社における資格取得日に係る記録を同日に訂正することが必

要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、２万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 41年 12月 21日から 42 年 12月 21日まで 

私は、Ａ社が個人事業所であった昭和 34 年ごろから、同事業所に勤務し

ていた。 

昭和 41 年 12月 21 日からＡ社で厚生年金保険に加入したはずであるが、

社会保険庁の記録では 42 年 12月 21 日からとなっているので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人は当初、昭和 42 年

２月１日に同社で厚生年金保険の被保険者資格を取得していたが、同年６月

26 日付けの取得日訂正の届出処理により、申立人の資格取得日を横線で抹消

の上、月日のみが 12月 21日に訂正されていることが確認できる。 

一方、社会保険庁のオンライン記録をみると、申立人の資格取得日は昭和

42年 12 月 21日とされており、同日は上記訂正処理日である同年６月 26日よ

りも後の日付であることから、申立人の資格取得日は不合理な記録となってい

る。なお、申立人と同様に同年６月 26 日付けで資格取得日が訂正されている

３人の同僚は、上記訂正処理日よりも前にさかのぼって資格取得日が訂正され

ており、記録に不自然な点も見当たらない。 

また、Ａ社の当時の事業主からは、「申立人については、何らかの手違いに

より、当初、昭和 42 年２月１日として、資格取得手続を行っていた。経緯等

は不明であるが、本来、申立人は 41年 12月 21日に取得すべきことが判明し、

取得日を同日に訂正する届出を行ったと思う。」旨陳述が得られたほか、管轄



の社会保険事務所も、「当該訂正処理後の記録は不自然であり、何らかの事務

的過誤があったと考えられる。」旨回答していることなどから、本来、申立人

の資格取得日は昭和 41 年 12 月 21 日として記録されるべきところ、42 年 12

月 21日として誤って記録されたものと考えるのが相当である。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人の資格取得日を昭和 42 年 12

月 21 日とする申立人の記録は有効なものとは認められないことから、申立人

の資格取得日を 41年 12月 21日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額ついては、申立人のＡ社における訂正前の昭

和 42年２月の社会保険事務所の記録から、２万円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 5160 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ工場におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 47年７月１日、資格喪失日に係る記録を同年

８月 12日とし、申立期間の標準報酬月額を８万 6,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

    

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年７月１日から同年８月 12日まで 

    厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの回答を受けた。 

昭和 31年 12月 19日から、申立期間も含めて継続してＡ社に勤務してい

たのは間違いなく、同社Ｄ工場から同社Ｃ工場に応援に出向いていた際の１

か月の厚生年金保険の記録が欠落しているのは、納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の在職証明書によると、申立人が申立期間においてＡ社に継続して

勤務していたことが確認できる。 

一方、申立人は、申立期間においてＡ社Ｄ工場からＥ県所在の同社Ｃ工場に

派遣されていたと申し立てているところ、申立人と同様に同社Ｃ工場に異動し

た１名の同僚からは、「申立人とは同日付けでＡ社Ｃ工場に異動したが、自身

は同社Ｃ工場で資格を取得しているのに、申立人に記録が無いのであれば、事

務担当者のミス以外は考えられない。」旨陳述が得られた。 

また、事業主からは、「申立期間については、Ａ社Ｃ工場の資格の取得及び

喪失の手続に事務的過誤が生じていたため、加入記録が欠落したものと考えら

れるが、申立人は継続して勤務していたので、申立期間の保険料も控除してい

たはずである。」旨陳述も得られた。 



これらを含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｄ工場における昭

和 47 年６月の社会保険事務所の記録から、８万 6,000 円とすることが妥当で

ある。 

また、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は納付していない旨を回答している上、仮に、事業主から申立人

に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、資格の喪失届も

提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所

が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ

資格の取得及び喪失に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る昭和 47 年７月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5161 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい  

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ事業所にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 38 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万 6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 38年３月 11日から同年４月１日まで 

私の年金記録を確認したところ、Ａ社に勤務していた昭和 36 年９月４日

から平成８年３月 31 日までのうち、申立期間が厚生年金保険の未加入期間

とされている。同社には途切れることなく在職していたので、申立期間が空

白期間とされているのは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社提出の在籍期間証明書、雇用保険の記録及び同僚の陳述から判断すると、

申立人は、申立期間もＡ社に継続して勤務し(昭和 38年４月１日にＡ社Ｃ事業

所から同社Ｄ支店に異動。)、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所における

昭和 38 年２月の社会保険事務所の記録から、１万 6,000 円とすることが妥当

である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は保険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ



とから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金  事案 5162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社Ｃ支店。）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 37 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年３月１日から同年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ｄ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

申立期間は、同社からグループ会社のＡ社に出向した時期であり、継続し

て勤務していたのは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社の人事記録及びＢ社が保管する健康保険加入記録等から判断すると、申

立人が申立期間もＤ社に継続して勤務し（昭和 37 年３月１日にＤ社Ｅ支店か

らＡ社に出向。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 37

年４月の社会保険事務所の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ



とから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金  事案 5163 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支店におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 47年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を５万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 47年 10月 31日から同年 11月１日まで 

 厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間について加入記録が無い旨の回答を受けた。同社

には昭和 47 年４月から現在に至るまで継続して勤務しているので、申立期

間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、同僚の陳述及びＢ社の現在の総務担当者の陳述から判断す

ると、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 47年 11月１日にＡ社

Ｃ支店から同社本社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 47 年９月の社会保険事務所の記録から、５万 2,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が申立人

の資格喪失日を昭和 47年 11月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを同年 10月 31日と誤って記録することは考え難いことから、事業主

が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず(社会保険事務所が納



入の告知を行ったものの、その後に納付すべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。)、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金  事案 5164 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 49年 12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万 2,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 49年９月 29日から同年 12月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社から子

会社であるＢ社に移籍した時期の加入記録が無い旨の回答を受けた。両社に

切れ目無く勤務していたのは間違いないので、申立期間について、厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の申立期間当時の取締役及び申立人と一緒にＡ社からＢ社へ移籍した

とする複数の同僚の陳述並びに雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立

期間においてＢ社に継続して勤務し（昭和 49 年９月 21日にＡ社からＢ社へ異

動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、社会保険事務所の記録では、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは昭和 49年 12月１日であり、上記取締役が、「申立期間当時は、Ａ社の

Ｃ部門の従業員だけが異動したので、Ｂ社には経理担当者がおらず、給与の支

払い及び社会保険事務所への届出等は、Ａ社の経理担当者が行っていた。」と

陳述していることから、Ｂ社が適用事業所となるまでの期間は、引き続きＡ社

で厚生年金保険が適用されていたと考えるのが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 49

年８月の社会保険事務所の記録から、７万 2,000円とすることが妥当である。 



なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立期間に係る申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保

険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金  事案 5165 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 45年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年９月 30日から同年 10月１日まで 

   厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同

社には、昭和 42 年４月１日から、申立期間も継続して勤務していたのは間

違いないので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の人事記録及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間も同

社に継続して勤務し（昭和 45 年 10 月１日にＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異

動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 45年８月の社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとしていること

から、事業主が昭和 45年９月 30日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の保険



料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金  事案 5166 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社 (現在は、Ｂ社。)Ｃ事業所にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 32 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：   

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年３月 31日から同年４月１日まで 

   厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同

社には、昭和 26 年４月１日に入社し、59 年９月 20 日に退職するまで継続

して勤務したので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録及び雇用保険の記録等から判断すると、申立人が申立期間も

Ａ社に継続して勤務し（昭和 32 年４月１日にＡ社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所

に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所における

昭和 32 年２月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が申立人

の資格喪失日を昭和 32 年４月 1 日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主

が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る



同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず(社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付すべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。)、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金  事案 5167 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 39 年 11 月８日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年 10月８日から同年 11月８日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申

立期間は、同社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動した時期であり、当該期間も

同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び同僚の陳述から判断すると、申立人が申立期間もＡ社に

継続して勤務し（昭和 39 年 11 月８日にＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店へ異動。）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 39 年９月の社会保険事務所の記録から、３万 3,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとしていること

から、事業主が昭和 39年 10月８日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納入されるべ



き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5168 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和

41 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 41年５月 21日から同年６月１日まで                          

 厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

からＢ社（現在は、Ｃ社。）へ異動した時期である申立期間の加入記録が無

いとの回答をもらった。私は、昭和 34 年８月 11 日にＡ社に入社して以来、

会社は合併及び分社等の再編を繰り返したが、平成９年１月 15 日に退職す

るまで同一グループ会社で継続して勤務していたので、申立期間について厚

生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社（現在は、Ｃ社。）の退職金計算明細書の勤続年数及び雇用保険の記録

から判断すると、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤務し（昭和 41

年６月１日にＡ社からＢ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 41

年４月の社会保険事務所の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｃ社

は、厚生年金保険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに

確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主



が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについて、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5169 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成 12 年９月 18 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年９月 18日から同年 10月１日まで              

私は、平成 12 年９月 18 日から同年 12 月１日までの３か月間についてＡ

社に勤務していたのに、同年９月 18日から同年 10月１日までの期間に係る

１か月が厚生年金保険被保険者とされていないのは納得できない。源泉徴収

票及び給与明細を提出するので、被保険者期間として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

出勤簿及び給与明細表の記録により、申立人がＡ社に平成 12年９月 18日か

ら継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額及び

申立人のＡ社における平成 12 年 10 月の社会保険事務所の記録から、26 万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が、資格取得日について平成 12年９月 18 日として届け出るべきところを同

年 10 月１日として届け出たと認めていることから、事業主が同日を資格取得

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5170 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和

56年２月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 15万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年１月 31日から同年２月１日まで 

    私は、昭和 53 年３月 16 日から 56年１月末までＡ社に勤務し、Ｂ業務に

従事していた。 

しかし、社会保険庁の記録では、Ａ社での厚生年金保険被保険者の資格喪

失日が昭和 56年１月 31日となっており、同年１月が厚生年金保険の未加入

期間とされている。 

給与明細書により昭和 56 年１月分の厚生年金保険料が控除されていたこ

とがわかるので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する給与明細書及び事業主の証言から、申立人は、Ａ社に昭和

56年１月 31日まで勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が所持する給与明細書か

ら確認できる保険料控除額及び報酬月額から、15 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は納付したと主張しているが、事業主が資格喪失日を昭和 56 年２月１日と

届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年１月 31 日と誤って記

録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その



結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年１月の保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5171 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 58 年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 10月 31日から同年 11月１日まで 

私は、昭和 52年４月１日にＡ社に入社し、同社及び同社のグループ会社

に現在まで継続して勤務している。 

しかし、社会保険庁の記録では、昭和 58 年 10月が厚生年金保険の未加入

期間とされているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録、申立人提出の給与支払明細書及び事業主の証言から、申

立人は、申立期間を含めてＡ社及び同社のグループ会社に継続して勤務し（昭

和 58年 11月１日にＡ社からＢ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が所持する給与支払明細

書から確認できる保険料控除額及び報酬月額から、22 万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、事務手続誤りにより申立人の資格喪失日を昭和 58 年 10 月

31 日と届け出たとしている上、事業主が保管する厚生年金保険被保険者資格

喪失確認通知書における資格喪失日は、社会保険庁の記録どおりの同年 10 月

31 日となっていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結



果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



大阪厚生年金 事案 5172 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 58 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12 万 6,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 10月 31日から同年 11月１日まで 

私は、昭和 56年２月２日にＡ社に入社し、58年 11月１日に同社のグル

ープ会社のＢ社に異動し、59年４月 21日まで同社に勤務した。 

しかし、社会保険庁の記録では、昭和 58 年 10月が厚生年金保険の未加入

期間とされているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録、事業主及び同僚の証言から判断すると、申立人は、申立

期間を含めてＡ社及び同社のグループ会社に継続して勤務し（昭和 58 年 11

月１日にＡ社からＢ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58

年 10月１日の定時決定時の社会保険事務所の記録から、12万 6,000円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、事務手続誤りにより申立人の資格喪失日を昭和 58 年 10 月

31 日と届け出たとしている上、事業主が保管する厚生年金保険被保険者資格

喪失確認通知書における資格喪失日は、社会保険庁の記録どおりの同年 10 月

31 日となっていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結



果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



大阪厚生年金 事案 5173 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 20年７月１日から 21年８月１日までの厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、

申立人のＡ社(現在は、Ｂ社。)Ｃ支店における資格取得日に係る記録を 20 年

７月１日に訂正し、同年７月から 21 年３月までの標準報酬月額を 40 円とし、

同年４月から同年７月までの標準報酬月額を 60円とすることが必要である。   

なお、事業主が申立人に係る昭和 20年７月から 21年７月までの厚生年金保

険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 22 年４月１日から同年７月１日ま

でについて、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めら

れることから、申立人のＡ社Ｃ支店における資格喪失日(昭和 22 年４月１日)

及び資格取得日(昭和 22 年７月１日)を取消し、同年４月及び同年５月の標準

報酬月額を 150円とし、同年６月の標準報酬月額を 500円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る昭和 22 年４月から同年６月までの厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年６月 21日から 21年８月１日まで 

             ② 昭和 22年４月１日から同年７月１日まで              

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間について加入期間が無い旨の回答をもらった。昭

和 20 年６月から、Ａ社に継続して勤務していたことは間違いないので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社の社員名簿の記録及び複数の同僚の証言から、

申立人が同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、社会保険事務所に保管されているＡ社Ｃ支店に係る厚生年金保険被保



険者名簿により、同支店が厚生年金保険の新規適用事業所となった昭和 20 年

７月１日より以前から同社Ｃ支店に勤務していたとする複数の同僚は、当該新

規適用時に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、Ｂ社は、「通常、社員は入社と同時に厚生年金保険に加入させてお

り、厚生年金保険に加入していれば、当然、保険料を控除していたと思う。」

と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、昭和 20 年７

月１日から 21 年８月１日までに係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①のうち、昭和 20年７月１日から 21年８月１日までに係る

標準報酬月額については、申立人と同じ職種であった同僚のＡ社Ｃ支店に係る

厚生年金保険被保険者名簿の記録から、20 年７月から 21 年３月までを 40 円

とし、同年４月から同年７月までを 60円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事業は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、昭和 20年６月 21 日から同年７月１日までについ

ては、 Ａ社Ｃ支店は厚生年金保険の適用事業所となっておらず、当該期間に

係る厚生年金保険の事業主による控除については、これを確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①のうち、昭和 20 年６月 21

日から同年７月１日までに係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

申立期間②については、申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社Ｃ支店

において、昭和 22 年４月１日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失し、同年

７月１日に同社Ｃ支店において資格を再取得しており、申立期間の被保険者記

録が無い。 

しかしながら、Ａ社の社員名簿の記録及び複数の同僚の証言から、申立人が

同社Ｃ支店に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｂ社は、「申立人は転勤及び退職はしておらず、継続して勤務してお

り、厚生年金保険料は控除していた。｣と回答している。 

さらに、申立人が申立期間②において、休職又は一時退職したこと及び雇用

上の身分が変わったことをうかがわせる特段の事情も見当たらない。 



これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店にお

ける昭和 22年３月の社会保険事務所の記録から、同年４月及び同年５月は 150

円とし、同社Ｃ支店に係る厚生年金保険被保険者名簿に記載されている訂正前

の申立人の同年６月の記録から、同年６月は 500円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及

び取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録す

るとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失

及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 22 年４月から同年６月までの保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5174 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平成４

年７月の標準報酬月額を 30万円、５年９月の標準報酬月額を 32万円、７年９

月の標準報酬月額を 36万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年４月１日から５年 10月１日まで 

② 平成６年９月１日から同年 10月１日まで 

③ 平成７年９月１日から同年 10月１日まで 

  社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社で勤務

していた期間のうち、申立期間における給与明細書総支給額と標準報酬月額

が一致しないので納得できない。申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間における標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立期間①に係る標準報酬月額ついては、給与明細書において

確認できる保険料控除額から、申立期間のうち、平成４年７月については 30

万円、５年９月については 32万円とすることが妥当である。 

また、申立期間③に係る標準報酬月額については、給与明細書において確認

できる保険料控除額から、36万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから行

ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、上記を除く期間及び申立期間②については、給与

明細書の厚生年金保険料控除額から算定した標準報酬月額は、社会保険庁の申

立人に係る標準報酬月額と一致していることが確認でき、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5175 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成４年 11月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を 22万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10月１日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間の

加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社からＢ社に転籍した

時期である。両社はともにＣ社（現在は、Ｄ社。）の関連企業であり、継続

して勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ｃ社の関連企業であるＡ社から、新たに設立されたＢ社に転籍し、継続

して勤務していたことが認められる。 

一方、Ｂ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、平成４年 11月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｂ社の新規適用時に被保険者資格を取得している 13 人の従業員は、

申立人を含めて全員が、転籍元の事業所であるＡ社で同年 10月１日に資格を

喪失している。 

この間の事情について、Ｄ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それま

で勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させ

ず、転籍先の新規適用時に、転籍元での資格喪失及び転籍先での資格取得の



手続を行っていたところ、Ｂ社の設立時においては、事務的過誤により、同

社の新規適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間に

おいては、Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」

旨陳述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４年

９月の社会保険事務所の記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＥ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が平成４年 10 月１日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還

付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5176 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成４年 11月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を 20万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10月１日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間の

加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社からＢ社に転籍した

時期である。両社はともにＣ社（現在は、Ｄ社。）の関連企業であり、継続

して勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ｃ社の関連企業であるＡ社から、新たに設立されたＢ社に転籍し、継続し

て勤務していたことが認められる。 

一方、Ｂ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、平成４年 11月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｂ社の新規適用時に被保険者資格を取得している 13 人の従業員は、

申立人を含めて全員が、転籍元の事業所であるＡ社で同年 10 月１日に資格を

喪失している。 

この間の事情について、Ｄ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格喪失及び転籍先での資格取得の手続を



行っていたところ、Ｂ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の新規

適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間においては、

Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」旨陳述し

ている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４年

９月の社会保険事務所の記録から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＥ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が平成４年 10 月１日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還

付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5177 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成４年 11月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を 30万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10月１日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間の

加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社からＢ社に転籍した

時期である。両社はともにＣ社（現在は、Ｄ社。）の関連企業であり、継続

して勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ｃ社の関連企業であるＡ社から、新たに設立されたＢ社に転籍し、継続し

て勤務していたことが認められる。 

一方、Ｂ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、平成４年 11月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｂ社の新規適用時に被保険者資格を取得している 13 人の従業員は、

申立人を含めて全員が、転籍元の事業所であるＡ社で同年 10 月１日に資格を

喪失している。 

この間の事情について、Ｄ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格喪失及び転籍先での資格取得の手続を



行っていたところ、Ｂ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の新規

適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間においては、

Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」旨陳述し

ている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４年

９月の社会保険事務所の記録から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＥ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が平成４年 10 月１日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還

付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5178 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成４年 11月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を 19万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10月１日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間の

加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社からＢ社に転籍した

時期である。両社はともにＣ社（現在は、Ｄ社。）の関連企業であり、継続

して勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期

間に、Ｃ社の関連企業であるＡ社から、新たに設立されたＢ社に転籍し、継続

して勤務していたことが認められる。 

一方、Ｂ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、平成４年 11月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｂ社の新規適用時に被保険者資格を取得している 13 人の従業員は、

申立人を含めて全員が、転籍元の事業所であるＡ社で同年 10 月１日に資格を

喪失している。 

この間の事情について、Ｄ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格喪失及び転籍先での資格取得の手続を



行っていたところ、Ｂ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の新規

適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間においては、

Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」旨陳述し

ている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４

年９月の社会保険事務所の記録から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＥ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が平成４年 10 月１日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還

付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5179 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成４年 11月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を 24万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10月１日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間の

加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社からＢ社に転籍した

時期である。両社はともにＣ社（現在は、Ｄ社。）の関連企業であり、継続

して勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ｃ社の関連企業であるＡ社から、新たに設立されたＢ社に転籍し、継続し

て勤務していたことが認められる。 

一方、Ｂ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、平成４年 11月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｂ社の新規適用時に被保険者資格を取得している 13 人の従業員は、

申立人を含めて全員が、転籍元の事業所であるＡ社で同年 10 月１日に資格を

喪失している。 

この間の事情について、Ｄ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格喪失及び転籍先での資格取得の手続を



行っていたところ、Ｂ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の新規

適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間においては、

Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」旨陳述し

ている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４年

９月の社会保険事務所の記録から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＥ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が平成４年 10 月１日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還

付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5180 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成４年 11月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を 28万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10月１日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間の

加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社からＢ社に転籍した

時期である。両社はともにＣ社（現在は、Ｄ社。）の関連企業であり、継続

して勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ｃ社の関連企業であるＡ社から、新たに設立されたＢ社に転籍し、継続し

て勤務していたことが認められる。 

一方、Ｂ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、平成４年 11月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｂ社の新規適用時に被保険者資格を取得している 13 人の従業員は、

申立人を含めて全員が、転籍元の事業所であるＡ社で同年 10 月１日に資格を

喪失している。 

この間の事情について、Ｄ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格喪失及び転籍先での資格取得の手続を



行っていたところ、Ｂ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の新規

適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間においては、

Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」旨陳述し

ている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４年

９月の社会保険事務所の記録から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＥ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が平成４年 10 月１日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還

付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5181 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成４年 11月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を 28万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10月１日から同年 11月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間の

加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社からＢ社に転籍した

時期である。両社はともにＣ社（現在は、Ｄ社。）の関連企業であり、継続

して勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ｃ社の関連企業であるＡ社から、新たに設立されたＢ社に転籍し、継続し

て勤務していたことが認められる。 

一方、Ｂ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、平成４年 11月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｂ社の新規適用時に被保険者資格を取得している 13 人の従業員は、

申立人を含めて全員が、転籍元の事業所であるＡ社で同年 10 月１日に資格を

喪失している。 

この間の事情について、Ｄ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格喪失及び転籍先での資格取得の手続を



行っていたところ、Ｂ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の新規

適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間においては、

Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」旨陳述し

ている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４年

９月の社会保険事務所の記録から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＥ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が平成４年 10 月１日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還

付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 



大阪厚生年金 事案 5198 

 

第１ 委員会の結論 

申立人が申立期間に勤務していたとするＡ社は、当時、社会保険事務所の記

録では厚生年金保険の適用事業所となっていないが、適用事業所の要件を満た

していたと認められるところ、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の同社にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 60年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 16万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年 11月１日から 61年６月３日まで 

    私は、中学校卒業後の昭和 33年３月 11日から平成７年 10 月 21日まで継

続してＡ社に勤務した。しかし、社会保険庁の記録では、申立期間の昭和

60年 11月１日から 61年６月３日までについて未加入となっている。 

昭和 60年 11月ごろ、社長が変わり、健康保険証の切り替えがあったこと

は覚えているが、厚生年金保険をやめるというような話は全く聞いておらず、

また、申立期間も引き続き給料から厚生年金保険料も控除されていたので、

厚生年金保険には当然加入しているものと思っていた。 

申立期間の給与明細書もあり、厚生年金保険料が控除されていたことは明

らかなので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認め

てほしい。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険加入記録及び給与明細書から、申立人は申立期間に、Ａ社に勤務し、

事業主により給与から厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

   一方、社会保険事務所の記録では、Ａ社は、昭和 60年 11月１日付けで厚生

年金保険の適用事業所では無くなった後、61 年６月３日付けで再度、適用事

業所となっており、申立期間は、適用事業所とはなっていない。 



また、申立期間当時、厚生年金保険法第６条第１項においては、厚生年金保

険の強制適用事業所となる要件は、常時５人以上の従業員を使用する事業所と

されていたが、同僚１人と申立人の妻は、Ａ社が、申立期間において従業員数

は４人であったと陳述しており、この要件は満たしていなかったものと考えら

れる。 

しかし、厚生年金保険法は、申立期間当時も第７条において、適用事業所が

適用事業所としての要件に該当しなくなったときは、その事業所について、い

わゆる任意適用の事業所としての認可があったものとみなす旨規定されてい

る。当該規定は、第６条に規定する適用事業所であった事業所が従業員数の減

少により、同条に規定する適用要件を満たさなくなった場合であっても、ただ

ちに適用事業所で無くすることは被保険者の保護上好ましくないことであり、

また、任意適用の申請を行わせる手続を省略するために、それらの事業所につ

いては、強制適用事業所に該当しなくなった日に任意適用事業所の認可があっ

たものとみなして、引き続き適用事業所とすることになっていると解されてい

る。 

当該規定を前提にすると、本件において全喪処理がなされているのは、事業

主が、不必要な全喪届を届け出たことが原因であり、厚生年金保険法第７条の

規定の趣旨、また、Ａ社は適用事業所では無くなった昭和 60年 11月１日以降、

申立期間も、事業活動を継続し、従業員も４人おり、しかも、少なくとも申立

人は給与から厚生年金保険料が控除されていることが明らかなことからみて、

同社は、申立期間においても、引き続き適用事業所として継続する意志があっ

たと認められ、任意適用の事業所として取り扱われるべきであったものと認め

られる。 

このため、申立人は、申立期間において、厚生年金保険の被保険者であり、

保険料を控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額から

16万円とすることが妥当である。 

なお、Ａ社は、申立期間において適用事業所とされていなかったことから、

社会保険事務所は、申立人に係る保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間の申立人に係る保険料を納付する義務を履行していないも

のと認められる。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3728 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 61 年５月から 62 年３月までの期間、同年８月から平成５

年５月までの期間及び同年 10 月から 13 年 10 月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 41 年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 61 年５月から 62 年３月まで 

                 ② 昭和 62 年８月から平成５年５月まで 

             ③ 平成５年 10 月から 13 年 10 月まで 

私が大学在学中のころ、同居していた祖母が私の国民年金の任意加入

手続をしてくれ、在学中の国民年金保険料は、祖母が納付してくれてい

たと思う（申立期間①）。 

昭和 62 年８月に会社を退職した後、約１年間海外留学をしたが、留

学中の加入手続及び保険料の納付は祖母がしてくれていたと思う。 

昭和 63 年 10 月ごろに留学を終えて帰国してから厚生年金保険に加入

するまでの間の保険料は、私が金融機関で納付を行ったが、むとんちゃ

くだったのでよく覚えていない（申立期間②）。 

平成５年９月に会社を退職した後も、私自身が自宅、勤務先の近所又

は外出先のＡ県及びＢ県の銀行又は郵便局等で、納付書によりその都度

納付していたと思うが、具体的なことは覚えていない（申立期間③）。 

なお、これまで、会社へ就職又は退職した際の厚生年金保険と国民年

金との切替手続を自分でした記憶は無い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、同居していた祖母が申立人の国民年金加入手続を行い、昭和

61 年５月から 62 年３月まで（申立期間①）及び同年８月から 63 年９月

ごろまで（申立期間②の一部）の国民年金保険料を祖母が、同年 10 月ご

ろから平成５年５月まで（申立期間②の一部）及び同年 10 月から 13 年

10 月まで（申立期間③）の保険料を申立人が、それぞれ納付していたと



                    

  

申し立てている。 

しかし、申立人に係る国民年金記録をみると、申立人の基礎年金番号は

平成 12 年 10 月ごろに付番されていることが社会保険庁のオンライン記録

で確認できる。この時点で、申立期間①、②及び申立期間③のうち、一部

期間の国民年金保険料は、制度上、時効により納付できない上、申立期間

③の期間中で納付可能な期間の保険料のうち、同年３月以前の保険料つい

ては、過年度保険料となり、申立人の陳述と符合しない。 

また、上述のとおり、申立人の基礎年金番号は平成 12 年 10 月ごろに付

番され、その時点で 20 歳到達時にさかのぼって国民年金資格が記録され

ていることから、申立人は付番される前まで、厚生年金保険被保険者期間

を含み国民年金の未加入期間であったことが推認されるところ、同期間の

保険料は、制度上、納付することはできない。 

さらに、申立人に係る氏名別読み検索及び申立期間に申立人が居住して

いた住所地を管轄する社会保険事務所が保管する手帳記号番号払出簿の内

容の調査、確認をしたが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人は、申立期間①及び②のうち、昭和 63 年９月ごろまで

の保険料納付に直接関与しておらず、納付したとする申立人の祖母は既に

死亡していることから、当該期間における国民年金への加入状況及び保険

料の納付状況等は不明である上、申立人は、自身で申立期間②のうち、同

年 10 月ごろから平成５年５月までの期間及び申立期間③の保険料を納付

したと陳述するところ、当該期間の保険料について、金融機関で納付して

いたと陳述するのみで、申立人から当該期間の保険料納付をめぐる事情等

を酌み取ろうとしても、納付をしたことをうかがわせる周辺事情は見いだ

せなかった。 

このほか、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書控え等）も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付したものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3729 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年７月から同年９月までの期間、60 年７月から同年９

月までの期間及び 61 年７月の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年７月から同年９月まで 

             ② 昭和 60 年７月から同年９月まで 

③ 昭和 61 年７月 

私は、結婚した昭和 51 年ごろ、前夫と一緒に国民年金に加入した。 

夫婦二人分の国民年金保険料は、私が納付書で金融機関において納

付したか、口座振替の方法で未納無く納付していたように覚えている。 

申立期間①、②及び③が未納と記録されていることに納得できず、

納付済期間に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入後、夫婦二人分の国民年金保険料を未納期間

無く一緒に納付しており、申立期間①、②及び③の保険料も同様に納付し

ていたと申し立てている。 

しかし、申立人及びその前夫に係る市の被保険者名簿及び社会保険庁の

オンライン記録等には、それぞれ申立期間①、②及び③は、申立人及び前

夫の夫婦二人共に未納と記録されているところ、申立期間①と②の間の９

か月及び②と③の間の９か月は夫婦二人共に納付済みと記録されており、

納付済みの期間をはさんで、約２年の間に申立期間①、②及び③の三度の

期間の納付記録が夫婦二人一緒に誤って記録されたと考えるのは不自然で

ある。 

また、申立人の前夫に係る上述のオンライン記録には、昭和 62 年９月

に過年度納付書が発行されていることが記録されており、同年３月以前の

過年度納付が可能な期間に未納期間が有り、当該未納期間に係る保険料の



                    

  

催告が行われたことが確認できる。 

さらに、申立人から申立期間①、②及び③当時の保険料納付をめぐる事

情等を酌み取ろうとしても、保険料の納付をうかがわせる周辺事情は見い

だせなかった。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控等）は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3730 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年 12 月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 12 月 

私は、平成元年１月にＡ市役所で夫婦二人分の国民年金加入手続を行

い、厚生年金保険との切替手続及び国民年金保険料の納付を、すべて私

が妻の分と一緒に行っており、申立期間の保険料も私が自宅近くの金融

機関に納付書を持参して、夫婦二人分の保険料を納付していた。 

申立期間について、私が一緒に夫婦二人分を納付した妻の保険料は納

付済みなのに、私の保険料だけが未納と記録されていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

申立人は、申立人が夫婦二人分の国民年金被保険者資格等の変更手続及

び国民年金保険料の納付を行っており、申立期間の保険料も当時、妻の保

険料と一緒に金融機関で夫婦二人分を納付したと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金記録をみると、申立人の国民年金被保険者資

格は、平成元年５月 26 日に喪失し、８年４月１日に再取得するまでの間、

未加入期間であったことが、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者検認台

帳、社会保険庁のオンライン記録及び申立人が所持する国民年金手帳の加

入記録欄の記載から確認できる。国民年金の未加入者は、制度上、未加入

期間の国民年金保険料は納付することができない。 

また、申立人が一緒に申立期間の夫婦二人分の保険料を納付したとする

申立人の妻の国民年金記録をみると、平成２年４月４日に元年 12 月 26 日

付けで第３号被保険者から第１号被保険者へ、２年１月１日付けで第１号

被保険者から第３号被保険者へ種別変更手続が行われたことが社会保険庁

のオンライン記録から確認でき、申立人の妻だけに申立期間の保険料の納



                    

  

付書が発行されたことに不自然な点は見当たらない。 

さらに、上述のとおり、申立期間に関する申立人とその妻の国民年金資

格等の変更手続について同時に行われた事蹟
じ せ き

は見当たらず、夫婦一緒に国

民年金の手続を行ったとする申立人の陳述と符合しない。 

加えて、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索をしたが、申立人に

対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3731 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年 11 月から 47 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 11 月から 47 年３月まで              

    私が会社を退職した昭和 44 年 11 月ごろ、妻がＡ市役所で国民健康保

険の手続と同時に夫婦二人分の国民年金加入手続を行い、同年同月から

毎月自宅に来る集金人に夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと

思う。 

保険料を滞納したこと、さかのぼってまとめて納付したことは無く、

毎月きっちり納付していたと思う。 

申立期間の保険料は納付したはずなのに、未納と記録されており納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の妻が、昭和 44 年 11 月ごろに、Ａ市役所で申立人及

びその妻の国民年金の加入手続を行い、その妻が、自宅に来る集金人に申

立期間の夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付していたと申し立てて

いる。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年６月ごろに、夫

婦連番で払い出されていることから、申立期間の保険料は、現年度納付は

できず、一部の期間の保険料は、制度上、時効により納付することができ

ない。 

また、上述のとおり、申立期間の保険料は現年度納付できないことから、

現年度保険料しか取り扱わない集金人に保険料を納付することはできず、

申立人の陳述と符合しない上、申立人が夫婦二人分の保険料を一緒に納付

していたとするその妻も申立期間の保険料は未納である。 

さらに、申立人に係る氏名別読み検索及び申立期間に申立人が居住して



                    

  

いたＡ市を管轄する社会保険事務所が保管する手帳記号番号払出簿の内容

の調査、確認をしたが、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人の妻が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納

付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3732 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年 11 月から 47 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 11 月から 47 年３月まで              

    私は、昭和 44 年 11 月ごろ、Ａ市役所で国民健康保険の手続と同時に

夫婦二人分の国民年金加入手続を行い、同年同月から毎月自宅に来る集

金人に夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと思う。 

保険料を滞納したこと、さかのぼってまとめて納付したことは無く、

毎月きっちり納付していたと思う。 

申立期間の保険料は納付したはずなのに、未納と記録されており納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 44 年 11 月ごろに、Ａ市役所で申立人及びその夫の国民

年金の加入手続きを行い、申立人が、自宅に来る集金人に申立期間の夫婦

二人分の国民年金保険料を一緒に納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年６月ごろに、夫

婦連番で払い出されていることから、申立期間の保険料は、現年度納付で

きず、一部の期間の保険料は、制度上、時効により納付することができな

い。 

また、上述のとおり、申立期間の保険料は現年度納付できないことから、

現年度保険料しか取り扱わない集金人に保険料を納付することはできず、

申立人の陳述と符合しない上、申立人が夫婦二人分の保険料を一緒に納付

していたとするその夫も申立期間の保険料は未納である。 

さらに、申立人に係る氏名別読み検索及び申立期間に申立人が居住して

いたＡ市を管轄する社会保険事務所が保管する手帳記号番号払出簿の内容

の調査、確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されてい



                    

  

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付さ

れていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3733 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年１月から 55 年３月まで 

    私の国民年金は、結婚した昭和 47 年１月に、自営業をしていた夫が

加入手続をしてくれ、保険料も夫が納付していた。夫の保険料が納付

済みとなっているのに、私の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、結婚した昭和 47 年１月ごろに申立人の夫が国民年金の加入

手続をし、以後の保険料も夫が納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金加入手続時期をみると、昭和 55 年６月に国

民年金手帳記号番号が払い出されていることが、同手帳記号番号払出簿か

ら確認でき、この時点において、申立期間のうち、47 年１月から 52 年 12

月までの保険料は時効により納付することはできず、53 年１月から 55 年

３月までの保険料は過年度納付が可能であるが、申立ては、現年度納付で

あったとのことから、申立期間の保険料は納付されなかったものと考えら

れる。 

また、夫婦の納付記録をみると、昭和 56 年度から 62 年度までの保険料

は夫婦共に前納されているが、55 年度については、夫が前納であるにも

かかわらず、申立人は３か月ごとの納付となっていることが確認でき、夫

婦二人分の保険料を一緒に納付したのは 56 年度以降であったと推測され

る。 

さらに、国民年金の加入手続及び保険料納付について、申立人は直接関

与しておらず、納付していたとする夫も既に亡くなっているため当時の具

体的な状況は不明であるほか、申立人が申立期間の保険料を納付していた



                    

  

ことをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の

読み方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事

務所の手帳記号番号払出簿の内容を確認したが、その痕跡は見当たらなか

った。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3734 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年９月から 60 年３月までの期間、平成２年２月から同

年９月までの期間、３年４月から同年９月までの期間及び４年 11 月から

６年８月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年９月から 60 年３月まで 

             ② 平成２年２月から同年９月まで 

            ③ 平成３年４月から同年９月まで 

            ④ 平成４年 11 月から６年８月まで 

    私が国民年金への加入手続をしたのは、昭和 59 年９月の会社退職時

であったと思う。その後の厚生年金保険の未加入期間についても、国

民年金への加入手続を行った。保険料は、市役所窓口及び郵便局で納

付した。 

納付していた申立期間の保険料が未納とされているのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59 年９月の会社退職時に国民年金に加入し、その後の

厚生年金保険被保険者資格の喪失の期間についても、国民年金への加入手

続を行い、申立期間①、②、③及び④の保険料は、市役所窓口及び郵便局

で納付したと申し立てている。 

   しかし、申立人の国民年金加入手続時期をみると、申立人の国民年金手

帳記号番号が払い出されたのは、申立人の前後の被保険者の状況から、平

成７年７月ごろであることが確認でき、この時点までは、申立期間①、②、

③及び④は国民年金の未加入期間であったことから、申立人の陳述とは符

合しない。 

また、手帳記号番号払出時点で、申立期間①、②及び③並びに④のうち、



                    

  

平成４年 11 月から５年５月までの保険料は時効により納付できず、申立

期間④のうち、同年６月から６年８月までの保険料は過年度納付が可能で

あるが、申立人は、過去の保険料をまとめて納付した記憶は無いと陳述し

ている。 

さらに、申立人は、国民年金加入手続についての具体的な記憶は無いと

し、保険料納付についても、市役所及び郵便局で納付したと陳述するもの

の、いつの保険料であったかの記憶が無く、申立人の陳述からは、申立期

間の保険料が納付されたことをうかがうことはできなかった。 

加えて、申立人は現在所持する年金手帳のほかには、年金手帳の交付を

受けた記憶が無いと陳述している上、ほかの手帳記号番号による保険料納

付の可能性について、社会保険事務所の手帳記号番号払出簿を調査し、氏

名検索を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された記録は見当

たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3735 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年４月から 60 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年４月から 60 年９月まで 

    昭和 57 年４月に会社を退職した時から結婚までの空白期間の保険料

を、納めておかないと将来年金がもらえなくなるので納めるように言わ

れ、後日相当金額を持って市役所の２階で保険料を納めたことは鮮明に

記憶している。当時の金額でも 20 万円から 30 万円と大金であり、大変

な思いで仕方なく納めた。その時、領収書を受け取ったかは覚えておら

ず、当然手元にも無い。 

その何年か後に、年金手帳を複数所持の方は持参するようにとの通知

が届き、すぐに社会保険庁に持って行ったが、その時点でやや不信感が

あり、２冊あった年金手帳を１冊にする処理も鉛筆で番号を記入しただ

けで、「これでいいのですか。」の質問に対しても大丈夫の一点張りで、

今回の年金問題で社会問題視されなければ年金は受給できなかったと思

っています。 

    申立期間の未納とされていることは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 57 年４月に会社を退職した時から結婚するまでの保険

料を、市役所で一括納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入手続時期をみると、Ａ市の被保険者名簿

に記載された資格の取得の原因日が昭和 61 年 11 月 17 日となっているこ

とから、この時期に加入手続を行ったと推定される。この場合、申立期間

のうち、57 年４月から 59 年９月までの保険料は時効により、制度上納付

できない。 

また、国民年金加入手続時点では、昭和 59 年 10 月から 61 年３月まで



                    

  

の保険料は過年度納付が可能であったが、申立人が所持する納付書・領収

証書を見ると、申立人は申立期間直後の 60 年 10 月から 61 年３月までの

保険料を 62 年 10 月３日に過年度納付していることが確認でき、この時点

においては、申立期間のうち、60 年８月以前の保険料は時効の成立によ

り、制度上、納付することができなくなっていた。なお、この過年度納付

は郵便局で行われているのに対して、申立人は保険料を市役所で一括納付

したと陳述しており、納付場所について陳述と異なるものの、申立人が一

括納付した保険料はこの過年度納付であったと考えるのが相当である。付

け加えると、申立人は 61 年４月から同年９月までの保険料を 62 年３月

31 日に納付しており、この保険料納付は現年度納付のため市役所での納

付が可能であることから、市役所での現年度納付と郵便局での過年度納付

との記憶の混在が生じたと考えられる。 

さらに、申立人には、昭和 47 年５月１日に払い出された別の国民年金

手帳記号番号があるが、その手帳記号番号の特殊台帳を見ると、48 年３

月 26 日に国民年金被保険者資格を喪失して以降、新たに資格を取得した

形跡は無く、この手帳記号番号で申立期間の保険料を納付したとは考え難

い。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性について、旧姓を含む氏

名検索を行ったが、その形跡は見当たらず、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3736 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年 10 月から 61 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年 10 月から 61 年３月まで 

    昭和 58 年ごろ私が妊娠していた時に、国民健康保険と夫婦二人分の

国民年金の加入手続を行いに、私がＡ市役所へ行った。保険料は、私が

夫婦二人分を毎月市役所で納付していたが、その後銀行で納付する様に

なった。確定申告の時に国民健康保険と国民年金の領収書を一緒に添付

して提出した。確定申告書控えは既に廃棄した。保険料は 4,000 円から

6,000 円ぐらいだったと思う。 

    申立期間の未納とされていることは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58 年ごろＡ市役所で、夫婦二人分の国民年金加入手続

を行い、毎月夫婦二人分の保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、夫婦二人分の国民年金加入手続時期をみると、国民年金手帳記

号番号払出簿から、申立人の夫の手帳記号番号は昭和 58 年５月６日に払

い出されているものの、申立人の手帳記号番号は 61 年５月８日に払い出

されていることが確認でき、58 年ごろに夫婦二人分の加入手続を行った

とする申立人の陳述とは符合しない上、申立人の手帳記号番号の払出時点

では、申立期間のうち、同年 10 月から 59 年３月までの保険料は時効によ

り制度上、納付できない。 

また、申立人の夫の納付状況をみると、社会保険庁の記録から、申立期

間の保険料を現年度納付していることが確認できるが、申立人は申立期間

のうち、昭和 59 年４月から 61 年３月までの保険料を現年度納付すること

はできず、毎月夫婦二人分の保険料を納付していたとする申立人の陳述と

は符合しない。 



                    

  

さらに、申立期間直後の昭和 61 年４月から 63 年４月までの夫婦二人分

の保険料納付日をみると、61 年４月及び 62 年３月以外は同一日であるが、

申立人は 61 年４月及び同年５月の保険料を同年６月２日に納付している

のに対して、夫は同年４月の保険料を同年５月８日に、同年５月の保険料

を同年６月２日に納付していることから、夫婦一緒に夫婦二人分の保険料

納付を始めたのは同年６月２日からと推測される。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性について、旧姓を含む氏

名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所の手帳記号

番号払出簿の内容を確認したが、その存在をうかがわす形跡は見当たらず、

ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3737 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年３月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年３月から 50 年３月まで 

    20 歳の時、父に勧められて国民年金に加入した。手続は父が行って

くれた。保険料は、父が自分の保険料と一緒に、女性の集金人に納付し

ていた。手帳のようなものに集金スタンプを押していたかシールのよう

なものを貼
は

っていたと記憶している。 

なお、26 歳の時に結婚してからは、口座振替で妻と夫婦二人分の保

険料を納付している。申立期間の保険料が未納とされているのは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳時に国民年金に加入し、申立期間の保険料は父が納付

していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入状況をみると、Ａ市の被保険者名簿よ

り、申立人は国民年金の加入手続を昭和 50 年 11 月６日に行っていること

が分かり、20 歳時に国民年金に加入したとの陳述と符合しない。また、

加入手続時点において、申立期間のうち、47 年 12 月以前の保険料は、時

効の成立により、制度上納付できない。一方、48 年１月から 50 年３月ま

での保険料は過年度納付しかできず、申立人の父の保険料と一緒に集金人

に現年度納付していたとの陳述に符合しない。 

また、申立人は、国民年金加入手続及び保険料の納付に直接関与してお

らず、加入手続及び申立期間の保険料の納付をしていたとする父は既に死

亡しているため、当時の具体的な納付状況が不明であるほか、申立期間の

保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情等も見当たらない。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の



                    

  

読み方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事

務所で手帳記号番号払出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当たらず、申

立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3738 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から同年６月までの期間及び 42 年３月から同年

５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から同年６月まで 

           ② 昭和 42 年３月から同年５月まで 

    昭和 31 年ごろ、前夫が病気にかかり、その後、別の大病も発病した。

治らない病気のことを思い、将来の保障と考えて、国民年金の制度発足

後すぐに加入した。当時の保険料は１か月 100 円だったのを覚えている。

納付の際は、手帳に領収印を押してもらっていた。 

前夫が病気だったため、勤めに出たが、勤めを辞めるたびに国民年金

の手続を行っており、保険料を納めなかった月は１か月も無い。申立期

間が納付済みであると認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金制度発足後すぐに加入し、以後、厚生年金保険との

切替も適切に行っており、１か月も欠かさず保険料を納付していたと申し

立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入状況をみると、申立人は昭和 45 年５

月１日に国民年金の強制適用被保険者となっている上、前後の国民年金手

帳記号番号を払い出されている者の納付記録より、同年５月ごろに離婚後

の「Ａ」姓で手帳記号番号の払出しを受けていることが確認できる。した

がって、申立期間はいずれも未加入期間であり、制度上、保険料を納付で

きない。 

また、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、旧姓を

含め、別の読み方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する

社会保険事務所で手帳記号番号払出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当



                    

  

たらず、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺

事情等も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3739 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年 10 月から 48 年６月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年 10 月から 48 年６月まで 

昭和 42 年 10 月から 48 年６月ごろの間に父親に勧められたことから、 

 父親と私が区役所の出張所に出向き、国民年金の加入手続をした。 

  その後、Ａ区Ｂ町に住んでいた昭和 54 年４月から 57 年７月までの間

に、42 年 10 月から 48 年６月までの保険料 60 万円ぐらいを父親が区役

所の窓口でまとめて納付し、領収書を受け取った。 

  国民年金手帳及び領収書は火事で無くしてしまったが、申立期間の保

険料は納付しているので調べてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

      申立人は、昭和 42 年 10 月から 48 年６月までの間の保険料 60 万円ぐら

いを 54 年４月から 57 年７月までの間に、父親が区役所の窓口でまとめ

て特例納付し、領収書を受け取ったと陳述している。 

   そこで、申立人の資格記録をみると、昭和 52 年８月 19 日に任意加入と

して初めて被保険者資格を取得していることが社会保険庁のオンライン

記録及び特殊台帳から確認できる。この場合は、申立期間は未加入期間

となるため、制度上、保険料を納付することはできない。 

   また、任意加入は、制度上、さかのぼって加入することができないこと

から、申立人の加入手続は、昭和 52 年８月 19 日になされたものと推定

できる。この点については､直前の任意加入者の資格取得日が申立人の１

日前に当たる 52 年８月 18 日であることと整合しており、42 年 10 月から

48 年６月までの間に加入手続を行ったとする申立人の陳述とは符合しな

い。 

   さらに、特例納付が行われれば通常、特殊台帳に、納付した日付及び金



                    

  

額等の事蹟
じ せ き

が記録されるところ、申立人の特殊台帳には、特例納付をう

かがわせる事蹟
じ せ き

が見当たらない。 

   加えて、申立人は納付した保険料は 60 万円ぐらいだったと陳述してい

るところ、申立期間の特例納付による保険料は、27 万 6,000 円であり陳

述内容とは大きく乖離
か い り

する。 

   このほか、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社会

保険庁のオンライン記録により、別読みによる氏名の確認を行ったほか、

当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払出簿の内容をすべ

て確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号の存在はうかがえず、

また、申立期間の特例納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかっ

た。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3740 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年 11 月から 49 年４月までの期間、52 年４月から 53

年７月までの期間、平成８年 10 月及び同年 11 月並びに９年３月及び同年

４月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住 所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年 11 月から 49 年４月まで 

             ② 昭和 52 年４月から 53 年７月まで 

              ③  平成８年 10 月及び同年 11 月 

         ④ 平成９年３月及び同年４月 

私がＡ市Ｂ町又は同市Ｃ町に住んでいたころ、会社を退職して国民健

康保険の加入手続のため市役所の出張所に行ったところ、国民年金にも

加入するように説明を受けたことから、国民年金の窓口に赴き加入手続

を行い、保険料を納付した。 

中年の男性に保険料として 1 万 3,000 円ぐらいを納付し、薄い横長の

領収書をもらった記憶がある。 

私の国民年金保険料の納付が１か月も無いことは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人はＡ市Ｂ町又は同市Ｃ町に住んでいるころ（昭和 50 年 12 月から

平成 10 年９月まで）に市役所の出張所で国民年金に加入し、その場で保

険料を納付したと陳述している。 

   そこで、申立人の資格記録をみると、社会保険庁が法定免除の処理手続

を行った平成 14 年 10 月 16 日に、初めて申立期間を含む昭和 44 年 12 月

までさかのぼって被保険者資格を取得していることが社会保険庁のオンラ

イン記録から確認できる。この点については、同日に加入手続を行ったと

するＡ市における申立人の国民健康保険加入記録が平成 14 年９月１日か

らとなっている状況と整合している。この場合、この手続がなされるまで



                    

  

の間、行政側はすべての申立期間を未加入期間と認識しており、制度上、

保険料を納付することはできない。 

また、平成 14 年 10 月 16 日の上記処理時点においては、すべての申立

期間は時効の成立により、既に保険料を納付できない期間となっている。 

   さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社会保

険庁のオンライン記録により別読みによる申立人の氏名の確認を行ったほ

か、当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払出簿の内容をす

べて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号の存在はうかがえず、

また、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかっ

た。 

   なお、申立人の妻の納付記録をみると、申立人が１号被保険者の資格を

取得した平成８年 10 月に、３号被保険者から１号被保険者への種別変更

を行い、同年 10 月 29 日に１か月の保険料を納付していることが確認でき

る。また、当時の保険料が月額 1 万 2,200 円であった状況を踏まえると、

申立人の 1 万 3,000 円ぐらい納付したとする陳述は、この間の事情と錯誤

している可能性も否定できない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3741 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年 11 月から 60 年 10 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年 11 月から 60 年 10 月まで 

会社を退職後、昭和 59 年 11 月ごろに市役所に行き、国民年金の加入

手続を行った。加入時に年金手帳の交付を受けたか、はっきり覚えてい

ないが、国民年金保険料は定期的に納付したと記憶している。ねんきん

特別便を見ると、申立期間が未加入期間と分かり納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職した昭和 59 年 11 月に市役所で国民年金の加入手

続を行い、以後、定期的に保険料を納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金に係る資格取得日をみると、厚生年金保険の

資格喪失日である昭和 62 年５月 29 日に、初めて強制加入により被保険者

資格を取得していることが、申立人が所持する年金手帳及び社会保険庁双

方の記録において確認できる。この場合、申立期間は未加入期間となるた

め、制度上、保険料を納付することはできない。 

また、申立人の加入手続時期をみると、昭和 62 年５月 30 日に任意の申

し出による付加年金への申し出がなされていることが、社会保険庁のオン

ライン記録から確認できることから、この日に加入手続を行ったものと推

定できる。この場合、申立期間のうち、60 年３月以前の保険料は、時効

の成立により、既に納付できない期間になっているほか、59 年 11 月ごろ

に加入したとする申立人の陳述とは符合しない。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社会保

険庁のオンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行った

ほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払出簿の内容を

すべて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号の存在はうかがえず、



                    

  

また、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかっ

た。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3742 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年４月から 60 年３月まで 

将来のことを思い、国民年金に加入した。しばらくして「免除するこ

とが可能」という書類が来たので、免除の申し出をしたところ、申立期

間が免除となった。その免除期間について、昭和 62 年の婚姻後、時期

は定かではないが、社会保険事務所から突然、納付書が送られてきたの

で、夫名義のＡ銀行Ｂ支店の預金から十数万円を引き出し、１枚の納付

書で十数万円の追納保険料を納付した。追納保険料を一括納付した後か

らは、定期的に国民年金保険料を納付したはずである。しかし、年金記

録を確認すると、追納されていないと分かり納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和 62 年の婚姻後、時期は定かではないが、社会保険事務所

から突然送られて来た納付書で、申立期間の免除に係る追納保険料を納付

したはずであると申し立てている。 

そこで、申立人の追納についてみると、申立期間の免除に係る保険料を

追納するためには、制度上、申立人側から行政側に対し、追納の申し出を

行う必要があるが、社会保険庁のオンライン記録上、当該申し出がなされ

た形跡は認められない。 

また、婚姻後に社会保険事務所から申立期間に係る納付書が突然に送ら

れて来たとする申立人の陳述は、被保険者の意志表示を端緒に行われる追

納の仕組みとは符合しない。 

さらに、昭和 62 年５月に婚姻後の申立人の納付記録をみると、平成３

年度１年分の保険料である 10 万 8,000 円を、平成４年３月４日に一括し

て納付を行い、以降は、月々の保険料を定期的に現年度納付していること



                    

  

が、社会保険庁のオンライン記録から確認できる。この点については、時

期は定かではないが、婚姻後に十数万円の保険料をまとめ払いし、以降の

保険料は定期的に納めたとする申立人の陳述と符合しており、この間の事

情と錯誤している可能性がうかがえる。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社会保

険庁のオンライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名の

確認を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払

出簿の内容をすべて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号の存在

はうかがえず、また、申立期間の免除に係る追納保険料納付をうかがわせ

る周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3743  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年４月から 48 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月から 48 年 12 月まで                                             

    私が 23 歳であった昭和 39 年、Ａ市役所から国民年金保険料の催告通

知があり、同年３月に市役所から集金人が来訪し、今ならさかのぼって

保険料を納付できると言われたので、加入手続をするとともに 38 年４

月から 39 年３月までの１年分 1,200 円を母から借金して一括納付した。

この時の領収書がたまたま残っていたので社会保険事務所に提出したが、

これは無効だといわれた。 

    加入当初の一括納付の後は、その年度分の保険料をおおむね定期的に

市役所及び銀行の窓口で納付していたと記憶している。最初に保険料を

納付したころは現在とは別の年金番号であったが、現在の年金番号に統

合されてから問題が発生したと思われる。前の年金番号で納付したはず

の約 10 年間の記録はどうなったのか、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和 39 年３月に国民年金への加入手続を行い、昭和 38 年度の

保険料を一括納付し、その後はそのつど定期的に保険料を納付していたと

申し立てている。 

そこで、申立人の加入手続時期をみると、昭和 50 年 10 月 17 日に現行

の手帳記号番号が払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿か

ら確認できる。この場合、この払出時点では、申立期間のうち、48 年６

月以前の期間については、時効の成立により、制度上、既に保険料を納付

することはできない期間になっているほか、39 年ごろに加入手続したと

する申立人の陳述とは符合しない。 



                    

  

また、別の手帳記号番号による可能性を検証するため、申立期間当時の

住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったところ、

申立人に対して昭和 37 年７月 26 日に現行のものとは別の手帳記号番号が

払い出されていた形跡が認められるものの、当該払出簿には「取消」の押

印が認められることから、いったん払い出されたものの当該手帳記号番号

による保険料納付はなされないまま取消処理がなされたものと推定できる。 

さらに、申立人が当該手帳記号番号によって、加入当初の昭和 38 年度

１年分の保険料を一括納付した際に使用したとする国庫金納付書を見ると、

保険料を納付した場合に押されるべき領収印が認められない上、納付書片、

領収証書片及び領収済通知書片が一式残存しており、保険料納付に使用さ

れた形跡は認められない。 

加えて、申立人は加入当初の１年分の一括納付を除いて、申立期間の保

険料を納付書によって役所及び銀行等でおおむね定期的に現年度納付して

いたと陳述しているが、同市における現年度保険料の納付方式は昭和 49

年３月までは印紙検認方式であったことから、申立人の陳述は当時の納付

の取扱いとは符合しない。 

このほか、申立期間は 153 か月に及び、行政機関がこれほどの長期にわ

たって事務的過誤を繰り返すことは考え難い上、申立期間の保険料納付を

うかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3744 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年８月から平成２年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住       所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年８月から平成２年３月まで 

    平成元年ごろ、親に勧められ、当時学生だったが国民年金に加入した。

手続は母親が区役所で行ってくれた。その時に、金額は覚えていないが、

さかのぼった分の保険料をまとめて現金で支払ってくれて領収書をもら

った。しかし、社会保険庁の記録では未納とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成元年ごろに任意加入し、母親がさかのぼった分の保険料

を現金で一括納付してくれたと申し立てている。 

そこで、申立人の資格記録をみると、平成２年４月１日に初めて被保険

者資格を取得していることが、申立人が所持する年金手帳、区の国民年金

記録票及び社会保険庁のオンライン記録の各々の記録から確認できる。こ

の場合、申立期間は未加入期間となり、制度上、保険料を納付することは

できない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、平成４年７

月ごろであることが、前後の被保険者の手帳記号番号の払出日から推定で

きる。この場合、２年５月以前の保険料は、時効の成立により、既に納付

することができない期間になっている。 

さらに、申立人の納付記録をみると、平成２年６月から３年３月までの

保険料を過年度納付していることが、社会保険庁のオンライン記録から確

認でき、加入手続時点で納付可能な保険料を過年度納付したものと推定さ

れ、さかのぼった保険料を現金で一括納付してくれたとする陳述と符合す

ることから、申立期間の過年度納付と錯誤している可能性も否定できない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、



                    

  

社会保険庁のオンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を

行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同払出簿の

内容をすべて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号の存在はうか

がえなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3745 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年２月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年２月から 50 年３月まで 

    昭和 50 年ごろ、国民年金の保険料を納付していないと、皆が受ける

時に自分だけもらえなくて寂しい思いをするからと近所の方に言われた

ので、Ａ支所に行き国民年金の加入手続を行った。窓口の方が 20 歳か

らの保険料を納めて下さいと１枚の納付書を渡され、これで納めてきて

下さいと言われたので、庁舎内にあるＢ銀行で 10 万円から 15 万円ぐら

いの金額を一括で納めた。領収書を窓口へ持っていくと年金手帳を渡さ

れた。子供が小さい時で、仕事も少なく苦労して保険料を納めたので、

申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年ごろにＡ支所で国民年金の加入手続を行い、20 歳

にさかのぼった保険料として 10 万円から 15 万円ぐらいを一括して、支所

内の銀行で納めたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、昭和 51 年３月 25

日であることが、市の被保険者名簿から確認できる。この場合、手続時点

においては、申立期間の大半の期間は時効の成立により、既に保険料を納

付できない期間になっているとともに、当時は、特例納付が可能な時期に

当たっていない。 

また、特例納付は無年金者の救済措置として設けられた制度であり、加

入手続時点で満 32 歳であった申立人は、加入後から 60 歳に達するまでの

期間で 25 年の受給資格期間は充足可能であり、市における特例納付の勧

奨対象者では無かったものと推定できる。 

さらに、周辺の出張所を統合してＡ支所が開設されたのは平成４年であ



                    

  

り、当時の出張所内には金融機関は無かったと市は回答しており、加入手

続をＡ支所で行い、支所内にある銀行で納付したとする申立人の陳述とは

符合しない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、

社会保険庁のオンライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の

氏名の確認を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所におい

て同払出簿の内容をすべて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号

の存在はうかがえず、また、申立期間の特例納付をうかがわせる周辺事情

等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3746 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年８月から 49 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年８月から 49 年 12 月まで 

    私は、昭和 49 年 12 月に社会保険事務局から「20 歳の誕生日(昭和 43

年＊月)から今までの未納金を全額一括して納付すれば、20 歳から継続

して保険料を納付していることにできる。」との連絡を受け、50 年１

月にそれまでの未納保険料と月々の保険料を合わせて納付したはずなの

に、申立期間が未納とされているのでよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年 12 月に社会保険事務局から連絡を受け、50 年１

月にそれまで未納であった 20 歳までの保険料と月々の保険料を合わせて

納付したはずであると申し立てている。 

   そこで、申立人に係る国民年金の加入時期を調査すると、申立人の国民

年金手帳記号番号前後の任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 52 年

６月ごろに加入手続が行われたものと推定される上、申立人の社会保険庁

の納付記録をみると、加入手続時点において、時効にかからず納付が可能

であった申立期間直後の 50 年１月から 52 年３月までの保険料をさかのぼ

って納付していることが確認でき、申立人が納付したとする未納保険料は、

当該期間の保険料であったものとみるのが自然である。したがって、申立

期間の保険料は時効により納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人が、申立てどおり、申立期間の保険料をさかのぼって納付

するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、

申立期間に係る手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、各種の氏名検

索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情は見当たらなかった。 



                    

  

さらに、申立人は、保険料を一括して納付したとする金額等の記憶が明

確で無いほか、20 歳までさかのぼって納付したとする根拠として、年金

手帳に「初めて被保険者となった日」として昭和 43 年＊月＊日と記載さ

れているので、そこまで保険料を納付しているものと思ったと陳述してい

る以外に、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3747 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年４月から平成３年７月までの期間及び同年９月の国

民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年４月から平成３年７月まで 

             ② 平成３年９月 

私は、昭和 58 年３月に会社を退職する際、会社の総務担当者から国

民年金に切り替えるように説明を受けたので、退職後、区役所で国民

年金の加入手続を行い、私がほぼ毎月保険料を納付してきた。また、

区役所で保険料を納付できなかった時は、社会保険事務所で納付した

こともあり、父母に納付してもらったこともある。 

上記期間がそれぞれ未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 58 年３月に会社を退職後、区役

所で国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してきたと申し立てている

ところ、申立人の国民年金手帳記号番号前後の被保険者の状況等から、約

10 年後の平成５年９月ごろに国民年金の加入手続が行われたものと推定

され、この時点において、申立期間①の保険料は、時効により納付するこ

とができなかったものと考えられる。 

   また、申立人が、申立てどおり、申立期間①の保険料を納付するために

は、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、手帳記号番

号払出簿の内容をすべて視認し、各種の氏名検索を行ったが、申立人に対

し、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当

たらなかった。 

   さらに、申立期間①は８年以上に及び、このような長期間にわたり、納

付記録が連続して欠落することは考え難い。 

加えて、申立人は、申立期間①当時にほぼ毎月納付していたとする保



                    

  

険料額を１万円から１万 5,000 円ぐらいとしているところ、当該期間の

国民年金保険料額は、5,830 円から 9,000 円までとされていることから

実態と符合しない上、申立人が記憶する保険料額は、申立人が現年度保

険料の納付を開始したとみられる平成５年以降の保険料額とおおむね一

致している。 

申立期間②について、申立人に係る社会保険庁の納付記録をみると、

申立人の加入手続が行われたとみられる平成５年９月から７年３月まで

の期間内において、申立期間①直後の３年８月から５年３月までの保険

料を、ほぼ毎月、時効が完成する直前に過年度納付しているが、そのう

ち、申立期間②である３年９月の保険料については、時効完成後の５年

11 月に納付したことにより、納付済期間として認められず、翌月の３年

10 月の保険料に充当されていることが確認できる。 

   このほか、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付していたことを

示す関連資料(家計簿、確定申告書控等)は無く、申立期間①及び②の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3748 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 44 年７月から 49 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：   

        生 年 月 日       ：  昭和 24 年生 

        住    所 ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 44 年７月から 49 年 12 月まで 

    昭和 48 年中に、区役所から来たという 30 歳代ぐらいの男性に、「サ

ラリーマンの奥さんでも年金に加入しませんか。」と勧誘され、その時

に国民年金に加入した。  

加入後、集金人として毎月来ていた同じ男性から、20 歳までの分を

さかのぼって納付することを勧められたので、昭和 48 年 10 月又は同年

11 月ごろに、その集金人に 1 万数千円を納付した。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年ごろ国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民

年金保険料について、同年 10 月又は同年 11 月ごろに集金人に一括して納

付したと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳

記号番号は昭和 52 年１月 13 日に払い出されており、この手帳記号番号払

出時点において、申立期間のうち、48 年 12 月以前の国民年金保険料は、

制度上納付することができず、49 年 1 月から同年 12 月までの保険料は過

年度保険料となり、集金人に納付することはできない。 

また、申立人主張の昭和 48 年当時は特例納付実施期間に当たっておら

ず、申立期間の国民年金保険料は特例納付することもできない。 

さらに、仮に、第２回特例納付制度が始まった昭和 49 年１月当初に、

申立期間のうち、同年３月以前の国民年金保険料について特例納付等を利

用して納付したとしても、その場合の保険料額は３万 6,900 円となり、申

立人陳述の金額とは一致しない。 



                    

  

加えて、特殊台帳を見ると、申立人は、申立期間直後の昭和 50 年１月

から 51 年３月までの国民年金保険料について、過年度納付していること

が確認できるところ、その保険料額は１万 6,500 円になることから、申立

人が１万数千円を納付したとしているのは、この時の納付の記憶である可

能性が高いものと考えられる。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民

年金手帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧

調査及び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3749 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年５月から平成元年２月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： 昭和 60 年５月から平成元年２月まで 

        20 歳になった昭和 60 年５月ごろに、父が、私の国民年金の加入手続

をしてくれていたと思う。また、年金手帳についても父が管理しており、

時期は覚えていないが、金庫の中に１冊入っていたのを見た記憶がある。 

当時、自営業をしていた父は、私に、「代わりに保険料を納付してお

いてやる。」と言っており、保険料の納付手続、方法及び納付金額等に

ついてはよく分からないが、父が確かに私に代わって納付してくれたは

ずであり、未加入期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 60 年５月ごろに、父が国民年金の加入手続をして、申

立期間の国民年金保険料についても納付してくれていたと申し立てている。 

しかし、社会保険事務所の年金加入記録をみると、申立人は、平成元

年３月 20 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、その後、３年４月１

日に同資格を喪失、同日にＡ共済組合の組合員資格を取得しているが、

国民年金被保険者資格の取得履歴は確認できない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査

及び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立人は、国民年金の加入及び国民年金保険料納付には直接

関与しておらず、保険料納付等を担っていたとする申立人の父は既に他

界しているため、申立人から申立期間の国民年金保険料納付をめぐる事

情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなか



                    

  

った。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3750 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年５月から 52 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住        所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年５月から 52 年３月まで 

   国民年金の加入については、私が 20 歳になった時に、既に国民年金

に加入していた母が手続してくれたはずである。 

当初の保険料については、母が母子二人分の保険料を集金人に納付し

ており、いつの時期かは覚えていないが、集金人に納付できなくなるこ

とを母が聞いてからは、自宅に送られてきた納付書を持って、郵便局で

納付してくれていたはずである。 

また、結婚後の保険料の納付については、転居先のＡ市で妻が夫婦二

人分を納付していたはずである。 

 申立期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった時に、母が国民年金の加入手続を行い、申立

人が結婚するまでの間の国民年金保険料についても、母が集金人及び郵便

局で納付してくれていたはずであると申し立てている。   

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳

記号番号は、結婚後の転居先であるＡ市において昭和 52 年８月 18 日に、

夫婦共に同日に払い出されており、この手帳記号番号払出時点においては、

申立期間のうち、43 年５月から 49 年 12 月までの国民年金保険料は、制

度上、納付することができず、また、50 年１月から 52 年３月までの保険

料は過年度保険料となり、集金人に納付することはできない上、納付を担

っていた申立人の母は、後でまとめて納付した記憶は無いとも陳述してい

る。 

また、申立人と同一日に国民年金手帳記号番号が払い出されている申立



                    

  

人の妻の国民年金保険料納付記録をみても、納付が確認できるのは、申立

人と同じ昭和 52 年４月以降である上、Ａ市保存の国民年金被保険者記録

をみても、申立人が申立期間の保険料を納付した事蹟
じ せ き

は見当たらない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年

金手帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号払出簿の縦覧調査及

び氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立期間は 107 か月に及んでおり、これほど長期間にわたって

国民年金保険料収納及び記録管理において事務的過誤が繰り返されたとも

考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 3751 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年 12 月から 62 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年 12月から 62年 12 月まで 

    私は、店舗開業を目指して、昭和 50 年 12月に叔父が経営する会社を退職

した。その際、会社の担当者から国民年金の加入義務について説明を受ける

とともに、両親からも加入を勧められたので、翌年の 51 年１月ごろ、同居

していた母がＡ市役所に出向き、私の国民年金の加入手続を行った。当時、

私はＡ市の自宅からＢ市Ｃ区にあった店舗まで通勤しており、自ら保険料を

納付することができないことから、保険料についても、母がＡ市役所の窓口

で毎月、現金で納付してくれていた。母が保険料を納付してきた時には、領

収書らしき紙片を私に見せ、納付してきた旨の会話を交わした記憶がある。 

その後、父が死亡したので、Ａ市の自宅を売却し、私はＢ市Ｄ区へ、母と

私の子供はＥ市へ転居した。その後、母は何回かの転居を経て、死亡したた

め、当時の領収証書を提示できないのは残念であるが、国民年金保険料を納

付したことに偽りは無い。 

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職した翌月の昭和 51 年１月ごろ、申立人の母親がＡ市

役所に出向いて申立人に係る国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料に

ついても、母親が同市役所の窓口において、毎月、現金で納付してくれていた

と申し立てている。 

そこで、申立人に係る国民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、Ｂ市

Ｄ区において、昭和 63 年３月ごろに払い出されていることが手帳記号番号前

後の被保険者の状況等により推定できる。これについて申立人は、税関係の手

続のためにＤ区役所へ行った際、申立人自身が国民健康保険と併せて国民年金



の加入手続を行ったものであると陳述しているほか、申立人の父親が亡くなっ

た後、59 年４月ごろに、申立人はＤ区へ、申立人の母親はＥ市へ、それぞれ

Ａ市から転出していることから、この手帳記号番号によっては、母親が申立期

間の保険料をＡ市役所の窓口で納付することは困難であったものと考えられ

る上、加入手続時点において、申立期間のうち、Ａ市在住時の保険料は、時効

により納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人の母親が、申立てどおり、申立期間の保険料をＡ市役所の窓口

で、毎月、保険料を納付するためには、Ａ市において、申立人に別の国民年金

手帳記号番号の払出しが必要であるところ、同市を管轄するＦ社会保険事務所

において、申立期間に係る手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、各種の

氏名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人は、Ａ市における国民年金の加入手続及び申立期間の保険料

の納付に直接関与しておらず、これらを行ったとする申立人の母親は既に亡く

なっているため、当時の具体的な納付状況等は不明である。 

加えて、申立期間は 12 年以上におよび、このような長期間にわたり、納付

記録が毎回連続して欠落することは考え難い上、申立人の母親が申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5182 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年７月１日から 18年 10月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が 32 万円となっていることが分

かった。しかし、保管している９か月分の給与支払明細書で総支給額を確認

したところ、申立期間のうち、平成 17年７月は 31万 5,436円だが、それ以

外の確認できる月においては、最低でも 51万 5,766円、最高は 151 万 2,416

円である。給与の総支給額に見合った標準報酬月額に記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額について、給与の総支給額に見合った額

に訂正してほしいと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、「申立人の標準報酬月額は、当社の事務的過誤により、基

本給だけを基に算定して社会保険事務所に届け出ており、申立期間に申立人の

給与から控除していたのは、社会保険事務所に記録されている標準報酬月額に

基づく保険料額である。」としている。 

また、申立人から提出された申立期間当時の給与支払明細書を見ると、各月

の給与の総支給額は、申立てどおり社会保険事務所に記録されている標準報酬

月額よりも一貫して高額であることが確認できるが、同明細書に記録された厚

生年金保険料控除額を基に算定した標準報酬月額は、社会保険事務所の記録と

一致する。 

さらに、申立人も、「申立期間の給与から控除されていた厚生年金保険料額

は、給与支払明細書どおりであった。」としている。 

これらのことから、申立期間において、Ａ社では、申立人に支払った給与の



総支給額よりも低い額の報酬月額を社会保険事務所へ届け出ていたと推認さ

れるが、厚生年金保険料については、届け出た標準報酬月額から算出した額を

給与から控除していたと認められる。このため、仮に、申立人が申立てどおり

の給与を同社から支給されていたとしても、その支給額に相当する厚生年金保

険料をそれぞれの給与から控除されていたとは認められない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報

酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5183 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年２月ごろから 45年２月まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間

の加入記録が無いとの回答があった。 

申立期間は、Ａ県からＢ県に出てきて、Ｃ社に勤務した。同社は、Ｄ社

の下請けで、Ｅ業務などに従事した。同社の敷地内に住み込みで１年ほど働

いたので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間にＣ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、Ｃ社 は平成９年に解散している上、申立期間当時の事業主は既に

死亡しており、経理担当者の連絡先も不明であることから、申立期間における

申立人の勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、申立人は、同僚の名前をほとんど記憶していないため、Ｃ社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間に被保険者記録の有る従業員

21 人を抽出し、住所が判明した７人に照会し、６人から回答を得たが、申立

人を記憶している者はいなかった。 

さらに、申立人は、Ｃ社における業務内容について、「月給制のＤ職だった

が、明日どこの現場に行くか分からない不安定な仕事だった。」と陳述してい

るところ、前述の従業員のうち複数の者は、「申立期間当時、地方から出てく

る労働者は何百人もいた。そのような労働者及び季節労働者を社会保険に加入

させることは無かった。」と陳述している。 

加えて、複数の元従業員が、申立期間当時、Ｃ社には、何百人もの労働者が



いたとしているところ、前述の被保険者名簿において、同社が厚生年金保険適

用事業所となった昭和 42 年７月１日から申立期間を含む３年間に被保険者資

格を取得している者は 65 人であり、同社では、労働者の大半を厚生年金保険

に加入させていなかったことがうかがえる。 

また、申立人は、「健康保険証は有ったと思う。」としているが、前述の被保

険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番は無く、ほかに不自然

な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除については、申立人に明確な

記憶が無く、また、これを確認できる関連資料及び周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5184 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  昭和 25年１月ごろから 26年３月ごろまで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

に勤務した期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間に同社で勤

務していたのは間違いないので、厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、申立人が申立期間当時勤務していたとするＡ社は、社会保険事務所

において、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、同社の所在地を管

轄する法務局に商業登記の記録も確認できない。 

また、申立人は、Ａ社の事業主、上司及び同僚の氏名を記憶していたが、そ

の連絡先は不明であり、これらの者から、同社における申立人の勤務実態及び

厚生年金保険料の控除を確認することはできない。 

さらに、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につい

ては、申立人に明確な記憶が無く、また、これを確認できる関連資料及び周辺

事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5185 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 63年７月 31日から同年８月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 63年７月 31日まで勤務した。 

しかし、社会保険庁の記録では、資格喪失日が同年７月 31 日となってい

るので、申立期間を厚生年金保険の加入期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63 年７月 31 日までＡ社（現在は、Ｂ社。）に勤務していた

と申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社提出の人事記録では、申立人の同社における退職日は昭

和 63年７月 30日であることが確認できる。 

また、雇用保険の記録では、申立人は昭和 63 年７月 30日に離職しているこ

とが確認できるほか、厚生年金基金連合会の年金支給義務承継通知においても、

申立人のＣ厚生年金基金の加入記録は、57年３月 11日に資格を取得、63年７

月 31 日に資格を喪失となっており、いずれも社会保険庁の被保険者記録と一

致している。 

さらに、Ｂ社からは、「厚生年金保険料の控除方式は翌月控除であり、申立

人の昭和 63 年７月分の給与からは、同年６月の厚生年金保険料しか控除して

おらず、同年７月の保険料は控除していない。」旨の陳述が得られた。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行っても、申立人の申立期間における被保険者記録は確認できない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5186 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年ごろから 35年ごろまで 

    私は、昭和 30年ごろから社長が病気となり倒産する 35年ごろまでの５年

間、Ａ事業のＢ社に正社員のＣ職として勤務していた。入社当初は社長夫婦

と私の３名であったが、会社がＤ市Ｅ区からＤ市Ｆ区を経て同市Ｇ区に移り、

そのころには従業員が２名増員されたので、同社は５名以上の規模になり社

会保険に加入したと思う。また、同社に勤務期間中の 25歳（昭和 31年）の

時に、病気でＨ病院に入院して健康保険証を使用した記憶があるのに、厚生

年金保険の加入記録が無く納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ社の所在地、業務内容を具体的に記憶していることから判断す

ると、期間は特定できないものの、同社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、社会保険庁の記録では、申立人が勤務していたとするＢ社は、Ｄ市

Ｆ区及びＧ区において、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無い。 

また、Ｂ社の事業主の所在は不明であるほか、申立人は同僚を記憶していな

い上、上記のとおり、申立事業所は適用事業所としての記録が無いことから、

同社に係る厚生年金保険被保険者名簿から同僚を抽出調査することもできな

いため、申立人の勤務の状況及び厚生年金保険料の控除について確認すること

ができない。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立期間に申立人に該当する記録は見当たらない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついては、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及び周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5187 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年２月 17日ごろから 48年８月 10日 

    私は、これまで、Ａ事業関係の事業所に勤務してきたが、昭和 46 年２月

17 日から 48 年８月 10 日まで勤務していたＢ社の厚生年金保険の加入記録

が無い。当時の同社は従業員数の少ない小さな会社であったので、関連会社

で組合を作り、そこで社会保険の事務処理をしていたように思う。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ社の所在地及び仕事内容を具体的に記憶していることや、申立

人が名前を挙げた事業所の回答内容から判断すると、申立期間当時、申立人は

同社で勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、社会保険庁の記録では、Ｂ社は申立期間において厚生年金保

険の適用事業所としての記録は無く、類似名称の適用事業所も確認できない。 

一方、申立人は、Ａ事業関連の４事業所で組合を作り、当該組合が各事業所

の従業員に対する社会保険事務手続を行っていたと申し立てているところ、申

立人主張の組合とみられるＣ事業協同組合という事業協同組合が確認できた

が、同事業協同組合からは、「組合員である事業所の従業員に対する社会保険

の届出等に関する事務手続は、当時から行っていない。」旨回答が得られたほ

か、関係する複数の事業所からも、「Ａ事業関連の事業所が集まった当該組合

では社会保険の事務手続は行っておらず、各事業所単位で行っていた。」旨回

答が得られた。 

また、Ｂ社に係る商業登記簿の役員欄から、所在が判明した複数の役員に申

立期間当時の事情について照会を行ったが、いずれも回答が得られなかったた

め、申立人の申立期間に係る厚生年金保険への加入状況及び保険料控除等につ

いて確認することができなかった。 

なお、社会保険庁の被保険者記録において、上記複数の役員についての年金

加入記録を確認したが、申立期間中における厚生年金保険の加入記録は見当た

らず、国民年金に加入していることが確認できる。 



さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人に該当する記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5188（事案 2792の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 34年６月１日から 36年６月１日まで 

平成 21年８月６日、当時の事業主であるＡ氏宅を訪問し確認したところ、

「脱退手当金は申立人ではなく、Ｂ氏に手渡した。」と発言しており、私は

受け取っていない。以上の理由から再申立てを行うので、再度審議してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、資格喪失日が申立人の前後２年の者であ

って、脱退手当金受給資格のある者の支給状況を確認したところ、申立人を含

む４名全員に支給記録があること、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約４か月後に支給決定されてい

るなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえないこと及び申立人から聴取し

ても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをう

かがわせる事情が見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づき、平成

21年 1月 16日付けで年金記録の訂正が必要とまではいえないとする通知が行

われている。 

申立人は脱退手当金を受給していないことを示す新たな事情として、申立期

間当時の事業主が脱退手当金をＢ氏に手渡した旨を発言したと主張している

ところ、事業主は同発言内容を認めておらず、Ｂ氏は既に死亡していることか

ら事実を確認することができないことなどを踏まえると、申立人が挙げた再申

立て理由では当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情には該当せず、そ

の他に当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5189 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年２月１日から 34年４月 21日まで 

    厚生年金保険加入期間について、Ｂ社会保険事務所に照会申出書を提出し

たところ、Ａ社に勤務していた昭和 29 年２月１日から 34 年４月 21 日まで

について、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

Ａ社は、会社移転のために退職したが、同社から脱退手当金の説明は受け

ていない。 

脱退手当金は受け取っていないので、調査してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務していた期間について、脱退手当金を受給していない

としている。 

社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は、厚生年金保険被保険者

資格の喪失日から約３か月後の昭和34年７月20日に支給決定されていること

が確認できる。 

そこで、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同一時期(お

おむね２年以内)に受給要件を満たし資格を喪失した女性 27人について、脱退

手当金の支給記録を調査したところ、申立人を含め 22 人に支給記録が確認で

き、うち 18 人が資格喪失日から約６か月以内に支給決定がなされている上、

申立期間当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人につい

てもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと

考えられる。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 5190 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年２月から同年８月９日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間の記録が無い旨の回答を受けた。同社には、昭和

33 年２月から 35 年９月まで継続して勤務したので、申立期間について、厚

生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の現在の事業主及び同僚の陳述から判断して、申立人が申立期間から

Ａ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社の現在の事業主は、「申立期間当時の事業主は既に死亡してお

り、人事記録及び賃金台帳等の資料は保存していないので詳細は不明である。」

と陳述しており、申立人の申立期間における保険料控除の状況は確認できない。 

また、現事業主は、「申立期間当時、入社してから半年間程度の試用期間が

あった。この期間は厚生年金保険に加入させていなかったので、保険料も控除

していなかった。」と陳述しており、申立人と同時期に入社したとしている同

僚の１人も、「入社当初の数か月間は試用期間だったので、厚生年金保険に加

入していなかった。」と陳述しているところ、申立人と同時期に入社したとみ

られる３人の同僚は、自身が記憶する入社時期から４か月後に、申立人と同一

日で、厚生年金保険に加入していることが社会保険事務所の厚生年金保険手帳

記号番号払出簿で確認できることから、Ａ社では、申立期間当時、採用後すぐ

には従業員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがわれる。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び

周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5191 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年 10月１日から 33年 10月１日まで 

       私は、大学在学中の冬休み等にＡ事業のＢ社Ｃ支店でアルバイトとして勤

務し、昭和 33年３月 23日に卒業した後、本採用となった。会社からは、ア

ルバイトとして勤務していた時に、常勤の社員と同様に登録しておくと言わ

れたのを覚えており、保険料も給与から引かれていた記憶がある。申立期間

の厚生年金保険の加入記録が無く、納得できない。 

            

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の陳述から、勤務形態及び勤務期間は特定できないものの、申立人が申

立期間当時においてＢ社Ｃ支店で勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人は、「卒業後、本採用となるまでは、アルバイトとし

て勤務した。会社からは常勤の社員と同様に登録しておくと言われ、給与から

厚生年金保険料も引かれていたと思う。」と申し立てているが、申立期間のう

ち、申立人が大学を卒業するまでの期間は、冬休み等の授業の無い時期に勤務

した期間であり、厚生年金保険の適用除外（２月以内の期間を定めて使用され

る者等）に該当する。 

また、社会保険庁の記録では、Ｂ社Ｃ支店において、昭和 33年 10月１日に

資格を取得している者は申立人を含め９人であることが確認できるところ、同

僚の１人は、「資格取得日が同じになっているが、９人全員が同じ日に入社し

た訳ではない。Ｂ社Ｃ支店が昭和 33年 10月１日にＥ社（適用事業所の名称変

更日は昭和 33年 10月 24日。）として、Ｂ社のＤ本社から分社独立した機会に、

それまで年金に未加入であった者を加入させたのだと思う。」旨陳述している

ほか、社会保険事務所の保管するＢ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険事業

所別被保険者名簿を見ると、同社は入社日ごとに厚生年金保険への加入手続を

行わず、一定期間に入社した者を特定日にまとめて加入させていたことがうか

がえる。なお、同名簿の申立期間における健康保険の整理番号に欠番は無く、

同名簿の記載内容に不自然な点もうかがえない。 

さらに、申立期間に厚生年金保険の加入記録のある別の同僚は、「大学を卒



業し、入社後、かなり経ってから健康保険被保険者証をもらった。当時、ずい

ぶん遅くなってから手続するものだと思ったのを覚えている。」旨陳述してい

る。 

加えて、申立期間当時のＢ社Ｃ支店の事業主は既に亡くなっており、申立期

間当時、同社で経理事務をしていた者も連絡先が不明で、申立人の申立期間に

おける勤務実態及び保険料控除について確認することはできなかった。  

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5192 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 40年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26年から 27年まで 

             ② 昭和 27年 

             ③ 昭和 27年から 28年 11月まで 

             ④ 昭和 27年から 28年まで 

             ⑤ 昭和 30年４月から 32年まで 

             ⑥ 昭和 32年から 34年まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社のＢ事

業所（申立期間①）、Ｃ事業所(同②）、Ｄ事業所(同③）、Ｅ事業所（同④）、

Ｆ事業所（同⑤）及びＧ事業所（同⑥）に勤務した期間の加入記録が無いと

の回答をもらった。それぞれＡ社の事業所に勤務していたことは確かなので、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の子供が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②、③及び⑤について、社会保険庁の記録では、申立人が勤務

していたとするＡ社のＢ事業所（申立期間①）、Ｃ事業所(同②）、Ｄ事業所(同

③）及びＦ事業所（同⑤）は、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無い。 

また、これらの出張所を管轄しているＡ社Ｈ支店は、「Ｂ事業所、Ｃ事業所、

Ｄ事業所及びＦ事業所は、厚生年金保険の適用事業所として届け出ておらず、

これらの事業所の従業員は厚生年金保険に加入していなかったはずである。」

と陳述している。 

さらに、申立人は既に亡くなっている上、申立期間当時の同僚は不明である

ため、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認すること

はできなかった。 

申立期間④について、Ａ社Ｅ事業所を管轄しているＡ社Ｈ支店は、「当社の

保管するＥ事業所に係る厚生年金保険被保険者台帳に申立人の名前は見当た

らない。厚生年金保険に加入していない者から保険料を控除することは無い。」



と陳述している。 

また、社会保険事務所が保管しているＡ社Ｅ事業所に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿の健康保険の整理番号に欠番は無く、同名簿の記載内容に不

自然な点もうかがえない。 

さらに、申立期間④にＡ社Ｅ事業所で厚生年金保険被保険者記録のある同僚

のうち、所在の判明した４人に事情照会したが、そのうち回答のあった３人は、

「申立人を記憶していない。」と陳述しており、これらの者からは申立人の申

立期間における勤務実態及び保険料控除について確認することはできなかっ

た。 

申立期間⑥について、複数の同僚の陳述から、勤務期間は特定できないもの

の、申立人がＡ社Ｇ事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかし、当該事業所は、既に適用事業所では無くなっている上、管轄してい

たＡ社本社においても申立期間当時の従業員に係る資料は保存されていない

ことから、保険料控除等について確認することはできなかった。 

また、当該事業所で厚生年金保険被保険者記録のある複数の同僚に照会した

ところ、申立人が同事業所に勤務していたことは記憶していたものの、申立人

の厚生年金保険の加入状況等は不明であるとしており、これらの者から保険料

控除について確認することはできなかった。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人と一緒に勤務していたとしてい

る申立人の次男及び五男については当該事業所において厚生年金保険の加入

記録が確認できる一方、申立人の三男については厚生年金保険の被保険者とし

ての記録が無く、また、同僚の一人は、「Ａ社事業所Ｇ事業所には非常に多く

の者が勤務し、いろいろな雇用形態があった。」と陳述していることから、当

該事業所は申立期間において必ずしもすべての従業員を厚生年金保険に加入

させていたわけではないことがうかがえる。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間①、②、③、④、⑤及び⑥において、事業主に

より給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5193 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年から 62年まで 

私は、昭和 60 年から 62 年までＡ社（現在は、Ｂ社。)Ｃ事業所でＤ職と

して勤務していたにもかかわらず、社会保険事務所の記録では厚生年金保険

の被保険者となっていない。申立期間を厚生年金保険加入期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人が昭和 60 年 10 月 20 日から 62 年８月

11日までＡ社Ｃ事業所において勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｂ社Ｃ事業所は、「当社が保管する社会保険加入者記録には申立人

の記録は見当たらず、また、申立期間当時、厚生年金保険に加入させずに雇用

保険のみ加入させることもあった。」と陳述しているほか、「社会保険加入者記

録以外には申立期間当時の資料を保存していない。厚生年金保険に加入してい

ない者から厚生年金保険料を控除するようなことはしていないはずである。」

とも陳述している。 

さらに、当時の事情に詳しい上司は既に亡くなっている上、同僚調査におい

ても申立人の申立期間に係る勤務実態及び保険料控除について確認すること

はできなかった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5194 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 10月１日から 32 年８月１日まで 

   厚生年金保険の加入期間について、照会申出書を社会保険事務所に提出し

たところ、Ａ社Ｂ支店での資格取得日が昭和 32年８月１日であって、31年

10 月に厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答をもらった。38 年

分の源泉徴収票には、31年９月 16日臨時入社の記載が確認できるので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間において、Ａ社に臨時職として勤務していたことは、同

社の社員名簿、源泉徴収票及び雇用保険の記録により確認できる。 

   しかし、Ａ社が保管していた厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報

酬決定通知書の資格取得日には、昭和 32 年８月１日と記載されていることが

確認でき、同社は、｢当時の資料は一部しか残っていないが、社会保険事務所

の記録と同じ届出を行っており、保険料の控除は行っていないと思われる。｣

と回答している。 

   また、申立人と同じ昭和 32 年８月１日にＡ社で厚生年金保険の被保険者資

格を取得した同僚に文書照会したところ、８名から回答があり、全員が｢昭和

31年 10月１日以前からの勤務である。｣と陳述していることから、同社では、

当時、入社と同時に厚生年金保険に加入しない臨時職の期間があったことが推

認できる。 

   さらに、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの

控除については、申立人に明確な記憶が無く、ほかに確認できる関連資料及び

周辺事情も無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5195 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年６月１日から 12年 10月１日まで 

   私は、平成７年 11月から 12年９月までＡ社に勤務していたが、社会保険

庁には 11 年６月１日から 12 年 10 月１日までに係る厚生年金保険の加入記

録が無いので、申立期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の同僚２名の証言から、申立人は申立期間にＡ社に勤務していたこと

が推認できる。 

しかしながら、申立人のＡ社における雇用保険の記録では、平成 11 年５月

31 日に同社を離職しており、社会保険庁の記録と一致している。また、申立

人は、同年６月 10日から同年 12月６日まで 180日間の雇用保険の基本手当を

受給していることも確認できる。 

さらに、申立人は、平成11年６月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失後、

同日に健康保険の任意継続被保険者の資格を取得し、同資格を12年10月11日に

喪失していることが、全国健康保険協会の記録から確認できる。 

加えて、社会保険庁のオンライン記録によれば、申立人は、申立期間に国民

年金の第１号被保険者期間となっており、平成12年３月から同年９月までにつ

いては、同年４月に保険料の免除申請手続を行い、全額免除期間となっている

ことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5196 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年７月 30日から 39年 10月ごろまで 

             ② 昭和 40年 11月ごろから 43年８月ごろまで 

             ③ 昭和 44年３月ごろから 48年 10月ごろまで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立

期間①、②及び③の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期間①につい

ては、Ａ社に勤務し、申立期間②については、Ｂ社に勤務し、申立期間③に

ついては、Ｃ社に勤務していたので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、Ａ社に勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと主張している。 

しかしながら、Ａ社は、社会保険事務所において、厚生年金保険の適用事業

所としての記録は無く、また、同社の所在地を管轄する法務局に商業登記の記

録も確認できない。 

さらに、申立人は、Ａ社の同僚２名の氏名を記憶していたが、いずれも連絡

先は不明であり、事業主の氏名も記憶していないため、これらの者から、同社

における申立人の勤務の状況及び厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

申立期間②については、申立人は、Ｂ社に勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと主張している。 

しかしながら、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立期間②

後の昭和 45年 10月１日であり、申立期間②当時、同社は厚生年金保険の適用

事業所とはなっていない。 



また、申立人は、昭和 36 年７月 30 日に国民年金の被保険者資格を取得し、

同日以降の申立期間②において国民年金保険料を現年度納付していることが

確認できる。 

さらに、Ｂ社は、昭和 49 年 12月１日に厚生年金保険の適用事業所で無くな

っており、当時の事業主等については、所在が不明であることから、これらの

者から申立期間②における申立人の勤務の状況及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認することができない。 

申立期間③については、申立人は、Ｃ社に勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと主張している。 

   しかしながら、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立期間③

後の昭和 57年 11月２日であり、申立期間③当時、同社は厚生年金保険の適用

事業所とはなっていない。 

また、申立人は、申立期間③のうち、昭和 48 年１月から同年３月までの３

か月を除いて、国民年金保険料をすべて現年度納付していることが確認できる。 

さらに、Ｃ社は、「当時の資料が無いため確認できないが、当時、弊社は、

厚生年金保険に未加入であった。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の事業主に

よる控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5197 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 38年から 39年７月１日まで 

             ② 昭和 39年 10月 31日から 40 年 11月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立期間に

ついて加入記録が無い旨の回答をもらった。Ａ社及びＢ社に勤務していたこ

とは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、上司であった同僚１名の証言から、時期は明確でな

いものの、申立人がＡ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録においてＡ社は、昭和 39 年７月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立期間①は厚生年金保険の適用事業所

となっていない。 

また、Ａ社は昭和 49年 10月１日に解散しており、事業主は既に死亡してい

ることから、申立人の同社における勤務の状況及び厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

さらに、申立人の義兄である事業主は、申立期間①を含む昭和 36 年７月１

日から 39年８月 31日までについて、同事業主が代表を務めていた別の事業所

において厚生年金保険の加入記録が確認できる。 

このほか、申立人が申立期間①において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②については、同僚の証言から、時期は明確でないものの、申立人

がＢ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録においてＢ社は、昭和 40年 11月１日に厚生



年金保険の適用事業所となっており、申立期間②は厚生年金保険の適用事業所

となっていない。 

また、Ｂ社は平成６年９月１日に解散しており、事業主は既に死亡している

ことから、申立人の同社における勤務の状況及び厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

さらに、公共職業安定所の記録では、申立人のＢ社における雇用保険の被保

険者期間は、申立期間②後の昭和 42年３月 26日から同年 12 月 30日までとな

っていることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間②において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


